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調査報告概要 （Executive Summary） TC “
調査報告概要 (Executive Summary)”\l1 
1.　調査対象企業概要

Table 1
調査対象企業の概要

	主導企業（OMJ 参加企業、バイヤ）
	TP企業（サプライヤ）

	A社
	・国内セットメーカ

・家電、AV機器などを幅広く手がける

・売上高（連結）：7.5兆円規模


	A1社
	・国内電子部品製造販売メーカ

・全社売上に占めるA社との取引割合が高く、かつ汎用部品VMIでの取引額の割合も比較的高い

	
	
	A2社
	・国内電子部品製造販売メーカ

・全社売上に占めるA社との取引割合が高いが、汎用部品VMIでの取引額の割合は比較的低い

	B社
	・世界的半導体メーカ


	B1社
	・国内半導体部品メーカ

・連結売上高：約1,000億円

・従業員数：約5,000人

・売上の海外比率：約70%

	C社
	・国内セットメーカ

・情報、通信事業などを始め広範囲の電気機器関連製品を製造

・売上高（連結）：数兆円規模

・従業員数（連結企業含）：約10数万人
	数社（ヒアリングはなし）

・海外大手半導体メーカ

・海外（台湾）ベースユニットメーカ
・海外大手半導体メーカ

・国内電子部品メーカ

	D社
	・国内セットメーカ

・
通信システム、情報処理システム及び電子デバイスの製造・販売ならびにこれらに関するサービスを提供
・売上高（連結）：数兆円規模

・従業員数（連結企業含）：約10数万人
	10社（ヒアリングはなし）
・海外電子部品メーカ

・海外情報機器メーカ

・海外電子機器メーカ

・海外半導体メーカ

・海外eマーケットプレース運営会社

・国内電子部品メーカ


2.　RosettaNet標準の導入経緯
および導入戦略

2.1
バイヤ

セットメーカ各社は製品ライフサイクルの短期化・需要変動の拡大といった近年の市場変化への戦略的対応を図るため、EDI-VANにより対応していた受発注プロセスだけでなく、需要予測や在庫情報、製品情報、物流など様々なビジネスプロセスを総合的に見直す必要があると考えていた。

このため自社のサプライチェーンをグローバルな視点で効率化し単なるEDI-VANの置き換えという単純な目的ではなく、BPRの実行を可能にするツールとして新たな国際標準として整備が進んでいたRosettaNet標準の採用を決定した。

BPRシナリオの実行を支えるインフラとして選択

RosettaNet標準の採用を決定するに至った各社の経緯を個別に見ると、A社のケースでは課題を①各工場で個別に部品調達することによるムダの排除、②調達サイクルの需要変動への対応、③稀におこる、部品欠品による生産ストップの回避、④開発サイクルの短期化の４つに整理し解決のための具体的シナリオ（BPRシナリオ）を計画した。A社は特に需要変動に迅速に対応し柔軟に生産計画を変更するためには、取引先（Trading Partner、以下TP）との双方向の情報交換、TPとの間あるいは自社内のビジネスプロセスの自動化・リアルタイム化やビジネスサイクルの短縮化などの実現が不可欠であった。

B社の場合も①手作業削減、②RosettaNet標準適用TP企業数及びプロセス数の拡大、③内部ビジネスプロセスの改善、④外部・サプライチェーンの改善という4段階の業務改善を実現するシナリオを計画した。

C社の場合は、海外取引を主体にしているが、需要予測（所要量提示）や在庫・供給情報の交換において、情報伝達のリアルタイム化による計画立案から出荷までのリードタイム短縮とODM先への支給部品管理の正確化を目的にサプライチェーンの改善を計画している。
D社も、より正確な所要計画情報ならびに供給計画情報の交換で余剰品発生リスクの低減など、SCMを高度化しデータをリアルタイムに連携する仕組みを構築しようと計画している。

企業戦略実現のツールとして選択

各社とも企業戦略実現のツールとしてRosettaNetを選定している。特にB社は「RosettaNetは取引インフラへの戦略的投資の一環」と位置付けており、イントラネット、インターネットを活用することにより企業内・企業間のERPを相　互接続することで、業務を100%電子化することを長期のビジネスビジョンとして掲げている。つまり、サプライヤ－B社－バイヤを繋ぐ、End‐to‐EndのSCM構築を最終ゴールとしており、サプライチェーン全体をリアルタイムに水平統合し、人手の介在及びそれに伴うエラーを極力削減し、人間は特別な要求、例外処理に時間を使うという企業間業務統合を目指している。

海外企業との取引標準として選択

国内のバイヤ企業３社は早くからRosettaNetのリアルタイムかつ双方向な情報交換機能と国際標準としてのグローバルな展開の有効性を認めていた。A社は今後ますます増加していくであろう海外の取引先とのサプライチェーン効率化には既存のEDIでは限界があると判断した。C社、D社は国内のTP企業とは既にJEITA標準によるEDI‐VAN接続などによって効率化がなされていることから、まずEDI化が進んでいない海外のTP企業を中心にRosettaNetによるサプライチェーンの効率化を進めることとした。

2.2
サプライヤ

取引先との関係強化・ビジネス拡大のチャンスとして選択

バイヤ企業からのRosettaNet標準による取引依頼を受けたTP企業は、顧客との関係維持強化と国内外顧客との取引チャンスの拡大という意義を見出していた。

A1社、A2社は早い時期にA社から未だ余り導入実績のないRosettaNetによる取引依頼を受けたにもかかわらず、
顧客との関係維持強化という点に加え、国内外の有力企業が実装をコミットしているRosettaNet標準に早く対応することによるビジネスチャンスの拡大と技術対応・ノウハウの蓄積のチャンスと考えて選択している。


B社からRosettaNet標準導入の働きかけを受けたTP企業B1社は、経営陣の早い決断によりトップダウンで採用を決めたがB社から提案のあった受発注プロセスと比べ自社としてやり易く効果の出しやすいシナリオの導入をB社に提案し，実行に移した。このシナリオを海外顧客との取引に採用しており、RosettaNet標準導入はビジネス拡大のチャンスと考えている。

海外顧客への取引拡大のチャンスとして選択

TP企業A1社、A2社、B1社とも調査した総てのサプライヤ企業がRosettaNet標準を早く導入することは海外顧客との取引チャンスの拡大に繋がるという意義を見出していた。

3.　今回調査対象のBPRシナリオ

　　バイヤ企業（A-D社：主導企業）はその取引先（TP企業：サプライヤ）と協働し、様々なBPRシナリオを実施している。今回、調査の対象としたBPRシナリオの概要、使用PIPはTable 2のとおりである。

Table 2
シナリオの概要と利用PIP 

	主導企業
	BPRシナリオ名
	BPRシナリオ概要
	使用PIP

	A社
	汎用部品VMI集中化
	課題・目的
	・統合倉庫設置による倉庫スペース削減（4ヵ所→1ヵ所）

・VMI取引の統合によるコスト削減（常備在庫減、物流費減、管理工数減等）
	4A3,4A4,

4C1,3C3

	
	
	施策
	・各工場において独立に実施していたVMI取引の統合と総合倉庫の設置
	

	
	所用情報伝達の短サイクル化
	課題・目的
	・工場、TP企業の生産・調達計画変更能力を強化し市場変動への適応力を強化
	4A3,4A4

	
	
	施策
	・対象工場における部品所要量（見込, 引当情報）の共有化

・TP企業（電子部品メーカ）への情報提供サイクルの短期化・定期化
	

	B社
	出荷情報早期伝達
	課題・目的
	・TP企業からの出荷情報が、リアルタイムに把握できないため（出荷当日ないし翌日にFaxあるいは電子メールにて送信）、出荷に関する問合せ業務が過大に発生
	3B2

	
	
	施策
	・部品出荷時に、B1社からB社に出荷情報を送信することで、問合せ業務を削減
	

	
	注文処理自動化
	課題・目的
	・B社からTP企業への注文情報の送信が、自動FAXにより行われていたため、TP企業では受信した注文情報をチェックした上で、自社システムへの入力が必要
	3A4, 3A8

	
	
	施策
	・注文情報の伝達にRosettaNet標準を適用、電子的な処理により、確実な注文伝達とTP企業における販売系、製造系システムへの注文入力作業を廃止
	

	C社
	情報伝達のフォーマット統一とリアルタイム化
	課題・目的
	・所要計画、供給回答、在庫情報がサプライヤ毎にまちまちなフォーマットと情報交換サイクルで交換されており集計負荷大

・計画立案から出荷までの時間が長い
	4A4,4A5,

4C1

	
	
	施策
	・所要計画、供給回答、在庫情報をバイヤから統一された情報交換サイクルでリアルタイム化し効率化

・ERPを利用したビジネスプロセス改善も実施し出荷までのプロセスを改善
	

	
	支給部品管理の正確化
	課題・目的
	・支給部品（C社が発注しODM*生産委託先に支給している部品）の使用状況が把握できず、委託案件の進捗状況や、ODM側での優先順位等が不明
	4C1

	
	
	施策
	・ODM生産委託先からの在庫情報、供給回答をリアルタイム化

・支給部品の使用状況が把握でき、委託案件の進捗状況や、ODM側での優先順位等の正確把握・管理実現
	

	D社
	所要提示・供給回答のリアルタイム化
	課題・目的
	・D社の所要計画提示から供給計画の回答入手までが実質3日必要

・Web－EDIから入手したデータの再入力発生、入力ミスも発生
	4A3,4A5

	
	
	施策
	・所要計画提示～供給計画回答までのプロセスをリアルタイム化
	

	
	注文処理自動化
	課題・目的
	・受発注業務がFAXで行われていたため、TP企業では受信した注文情報をチェックした上で、自社システムへの再入力発生、入力エラーも発生
	3A4,3A7,

3A8,3A9,

3A6

	
	
	施策
	・受発注関連プロセスにRosettaNetを適用することで完全自動化
	

	
	入出庫情報管理の効率化

	課題・目的
	・D社は、TP企業の運営する預託倉庫からの入出庫情報を、自社の入荷検収システムとTP企業の運営するWeb-EDIシステムに二重入力
	4B2

	
	
	施策
	・Web-EDIで行っていた取引にRosettaNetを適用しデータの二重入力ならびにデータ入力ミスの回避
	

	
	調達リードタイム短縮納
	課題・目的
	・注文情報・注文変更情報は、データが一旦VANセンターで保留されるために、届くまで2日以上必要
	3A4,3A7,

3A8

	
	
	施策
	・EDI-VANで行っていた取引にRosettaNetを適用、調達リードタイム短縮による余剰品発生リスクの低減
	

	
	製品情報管理の自動化
	課題・目的
	・製品情報（製品構成表や価格マスタなど）の送信がFaxで送られてきていたため、D社製品情報の管理が困難
	2A1

	
	
	施策
	・製品情報の管理にRosettaNetを利用しデータベース化による製品情報の効率的な交換を実現
	

	
	納入部品のロット管理効率化
	課題・目的
	・VAN-EDIでは一つの出荷単位のなかにロット番号を一つしか記載できないため一回の出荷にロットが異なるものが同梱された際、発注側も受注側もそのロットの構成をリアルタイムに把握することができず、納品物のトラッキングなどが非効率
	3B2

	
	
	施策
	・ロット管理情報の管理・伝達にRosettaNetを利用し納品物のロット内詳細情報の電子化ならびにタイムリーな伝達によりトラッキング業務などが効率化
	


*ODM：Original Design Manufacturer
またSCMの効率化の視点で各主導企業のBPRシナリオを分類すると、次の表のように整理できる。

Table 3
　SCM効率化のカテゴリーと各社のBPRシナリオ


	SCM効率化のカテゴリー
	該当BPRシナリオ

	①所要計画伝達の正確化・迅速化・短サイクル化
	A社：「VMI集中化」

C社：「情報伝達フォーマットの統一とリアルタイム化」

D社：「所要提示（・供給回答）リアルタイム化」

	②企業間情報伝達のリアルタイム化
	A社、B社：「出荷情報の早期伝達」

C社：「情報伝達フォーマットの統一とリアルタイム化」

D社：「（所要提示・）供給回答リアルタイム化」

「調達リードタイム短縮」

	③業務電子化による手作業排除、誤投入の防止
	B社、D社：「注文処理自動化」

D社：「入出庫情報管理の効率化」

「製品情報管理」

	④情報管理の詳細化・厳密化

	C社：「ODM支給部品管理の正確化」

D社：「納入部品のロット管理」


4.　導入効果

Table 4
シナリオ導入による実現効果

A社グループ

	シナリオ名
	主導企業の導入効果（Return）
	TP企業の導入効果と投資（Return&Investment）

	汎用部品VMI集中化及び

所用情報伝達の短サイクル化
	・集中化で取扱いボリュームが増え、ディスカウント率向上

・管理工数ほぼ半減

・各工場の汎用部品用倉庫スペースが不要

・EDI‐VAN廃止後、VAN使用料年間2,400万円が削減見込
	A1
	（Return）

・在庫量削減

・物流費増加抑制

・問合せ管理工数削減（75%）

・営業負荷が大幅に軽減

・需要変動の平準化及び生産計画精度向上

・納入L/Tが月から週単位に短縮

・システム運用効率化

・EDI‐VAN使用料（年間約200‐300万円）不要になる見込

	
	
	
	（Investment）

・システム投資は未公表

・初期導入： 2人x 2ヶ月（4人月）

・維持は平常運用範囲内

	
	
	A2
	（Return）

・在庫量削減

・物流費削減

・出荷件数78.5%減

・変更件数減（16.5%→7.8%）

・月末棚卸工数が減少

・短納期でのオーダエントリが実現

・納入L/Tが月から週単位に短縮

・システム運用効率化

・EDI‐VANのデータ件数が15%減

	
	
	
	（Investment）

・システム投資は未公表

・初期導入： 3人 ｘ 30% ｘ 3ヶ月（約3人月）

・維持は平常運用範囲内


B社グループ

	シナリオ名
	主導企業の導入効果（Return）
	TP企業の導入効果と投資（Return&Investment）

	出荷情報早期伝達
	・B1社から出荷時にリアルタイム入力した出荷情報が届く為B1社への問合せが不要となり管理工数削減
	（Return）

・B社からの出荷情報の問合せがほぼゼロになり管理工数削減

	注文処理自動化
	・FAX送信に起因する伝達エラーがゼロ

・B1社の注文処理自動化で、注文受信から受注処理までのリードタイムが短縮
	（Return）

・トランザクション処理業務工数約50%削減

・オペレーションミス、ゼロ

・リードタイム短縮

	２つのシナリオに共通
	（Investment）

・初期投資額： 未公開

・運用： 専任約5名
・その他：未公表


C社グループ

	シナリオ名
	主導企業の導入効果（Return）
	TP企業の導入効果（Return）

	情報伝達のフォーマット統一とリアルタイム化
	・直近価格で部品調達が可能になり製造原価低減

・需要変化に出荷が即応出来るので流通在庫が削減

・販売店財務基盤強化、価格競争力の強化が実現

・人材の有効再配置が実現①新商品ラインアップの実現②お客様サービス向上で顧客満足度向上

・データの一元化により計画・管理の正確化・効率化

・サーバ間が直結でき時間短縮や人的ミスの発生可能性が減少
	・需要予測の精度が5%向上

・不要在庫損失が減少

	支給部品管理の正確化

（計画中）
	・ODM委託先における支給部品在庫、生産状況正確把握
	・バイヤとの信頼性の高い密接な連携が実現


D社グループ

	シナリオ名
	主導企業の導入効果（Return）
	TP企業の導入効果（Return）

	所要提示・供給回答のリアルタイム化
	・所要計画提示から供給計画回答までの時間の短縮（3日から1日）による余剰品リスクの低減

	・マニュアル業務（データチェック、データ入力）の廃止による事務効率の改善

・預託倉庫在庫日数の短縮（10日から3日）による棚卸資産の圧縮

・供給回答の自動算出で事務工数の削減

	注文処理自動化
	・調達物の仕切り率の改善

・マニュアル業務廃止による事務工数の削減

・調達リードタイムの短縮による、余剰品リスクの低減
	・マニュアル業務（データ読み替え、データ入力）の廃止による事務工数の削減

	入出庫情報管理の効率化
	・データ二重入力の排除による、約3百万円/年（3人月）のコスト削減

・データ入力ミスの回避
	・未確認

	調達リードタイム短縮
	・注文関連情報の即時伝達による調達リードタイムの削減

・余剰品発生リスクの低減
	・未確認

	製品情報管理
	・製品情報の電子化による製品情報管理の効率化
	・製品情報の電子化による製品情報管理の効率化

・新製品の認定評価期間の短縮化

・開発段階でバイヤ側のフィードバック取得

	納入部品のロット管理
	・ロット情報の電子化とタイムリーな伝達によるロット管理の効率化
	・EDI‐VANからRosettaNetへの切り替えによる通信/設備費用の削減


注：主導企業のInvestmentは未公表、またC社、D社のTP企業のInvestmentは未調査

5.　RosettaNet標準の実装拡大に向けた鍵

調査を通して得られたRosettaNet標準の実装拡大に向けた重要な要素や課題は以下の通りに整理される。

経営戦略の視点から見た重要性

· RosettaNet標準は、EDI標準の代替ではなく、業務プロセスの改善、SCM構築のツール

· 自社の状況を踏まえて、RosettaNet標準の導入目的、導入範囲、予測される効果を明確にすることが重要

· トップマネジメントの役割の重要性とTP企業に対するコミットメントの明示、社内体制の確立が重要

· 主導企業（バイヤ）-TP企業（サプライヤ）間のパートナーシップの強化が必要

· グローバル対応への期待 ～サプライヤ（TP企業）におけるビジネス拡大のチャンス

Table 5
各社のTP企業への展開方針

	主導企業
	展開方法

	A社
	同一シナリオをTP企業に一拠に展開

	B社
	最終ゴールの一気通貫モデルを基準にTP企業の準備状況に合せて展開

	C社
	事業部門毎に展開（全社SCMを基幹システムとして共通に利用）

PC事業部門はまず海外TP企業との取引から展開

	D社
	個別TP企業に合せたシナリオを確立した後、類似TP企業へ横展間


RosettaNet標準のデファクト化の意義

· 市場拡大によるB2Bサーバ製品の多様化と低価格化

· RosettaNet標準導入企業数の拡大によるプロモーション・教育費用の削減

標準化の視点から見た課題

· RNIF

： システムの信頼性向上への努力

· PIP

： ビジネスシナリオの多様性への対応と実践への取り組み

· DUNS Codes
： 継続的な国際標準化への取り組み

I．
緒言 （Introduction） TC “I.
緒言 (Introduction)”\l1 
OMJ（Order Management in Japan）Extendedは、RosettaNet Global （以下、RNG）が、RosettaNet標準の実用化を推進するために、会員企業及びロゼッタネットジャパン（RosettaNet Japan 以下、RNJ）を始めとする各国・地域のRegional組織と協同で推進しているMilestone Programの一つであり、日本企業を中心とする電子部品の調達・販売プロセスに対してRosettaNet標準の適用を推進することを目的としている。RNJ OMJ WGは、OMJ Extendedを推進するために、2001年6月に設置されたRNJ傘下のWGであり、インテル、NEC、沖電気、ソニー、東芝、日立製作所、富士通、NTTコミュニケーションズが参加している。

OMJ WG参加メンバは、2001年度のOMJ WGの活動を通じて得られた知見・経験を基に、日本におけるRosettaNet標準の実用化を加速するためには、以下の取り組みが必要であるとの認識に至った。

· 【ビジネス領域・対象品目の拡大】 IT製品に汎用的に使われる電子部品の調達・販売を対象とする場合、自社のビジネス及び取引先に対する波及効果を大きくするためには、ＰＣ製造用だけでなくデジタルカメラ、携帯電話、ＰＤＡ等様々な製品製造用の部品調達を対象とする必要がある。

· 【対象業務プロセスの拡大】 個々の企業がそのビジネス環境に応じて、最適なビジネスシナリオを確立するためには、受発注だけでなく、需要予測、納品管理など、PIPを適用する業務プロセスを拡大する必要がある。

· 【導入効果の明確化】 自社の調達・販売プロセスへのRosettaNet標準の適用を積極的に行う企業をさらに増やしていくためには、合理的なビジネスシナリオの確立や、RosettaNet標準実装に関する全般的なコストの低減、 RosettaNet標準の導入効果（ROI：Return on Investment以下、ROI）の明確化が不可欠である。

これらの認識を踏まえて、OMJ WGの2002年度の活動方針が、以下の通り決定された。

· OMJ Extended参加メンバによる更なる実装のコミット

· 実装取引先の拡大、 実装ビジネス領域の拡大、実装ビジネスプロセスの拡大

· OMJ WGとしての協同活動の促進

· 実装における問題点の解決、ビジネスシナリオのモデル化

· OMJ参加企業及びその取引先を対象としたROI調査の実施

本報告書は、OMJ WGの2002年度活動の一環として実施したROI調査Phase1ならびにPhase2の結果をまとめたものである。Phase1は、OMJ参加企業1社及びその取引先2社、Phase2はOMJ参加企業3社及びその取引先1社の協力を得て実施された。

II．
調査の目的・背景 （Purpose and Scope） TC “II.
調査の目的・背景 (Purpose and Scope)”\l1 
1.　調査の背景 TC “1.
調査の背景 (Background)”\l2 
RosettaNet標準の導入を推進するために、そのROIを提示することは世界的な課題であり、米国RosettaNetとStanford大学やIllinois大学との共同調査を始めとして幾つかの調査レポートが発表されている。これらの調査は、受発注においてマニュアルで行われているプロセスに着目し、RosettaNet標準の導入にともなうプロセスの自動化により、サイクルタイムの短縮、人的コストの低減等における改善効果を論じている。

しかしながら、OMJ参加企業を始めとする日本の大手セットメーカにおいては、比較的規模の大きな数百の取引先との間には、1980年代よりEDI‐VANが導入されており、また、1990年代後半以降、規模の小さな取引先にはWeb EDIの導入が急速に進展したことから、受発注プロセスの自動化及び人的コストの削減についてはほぼ達成されつつあった。従って、セットメーカにおいては、受発注プロセスに限定してRosettaNet標準を導入することは自動化、人的コスト削減というメリットが新たに発生しないにも関わらず、既存のEDI‐VAN、Web EDI用のシステムを、RosettaNet標準対応システムに置き換えるコストのみが発生することになる。また、（調達のパートナーである）電子部品メーカは、国内セットメーカのみならず、海外セットメーカ、自動車メーカ等多数の顧客を抱えており、それぞれの顧客・業界毎に複数のEDI標準に対応せざるを得ないのが実情である。これら電子部品メーカにとっては、一部の顧客層である国内セットメーカとの間で、RosettaNet標準を導入したとしても、その効果は（セットメーカと比較して）さらに部分的に留まってしまうことになる。以上の観点から、OMJ参加企業及びその取引先において、単なるEDI‐VANの置換えとしてRosettaNet標準導入の是非を論じたとしても、企業としての実施判断は出来ない事は明白であった。

一方、ここ数年、PC、携帯電話、デジタル家電などにおける製品ライフサイクルの短縮、消費者ニーズの多様化など市場環境が激変した結果、セットメーカの生産戦略が、従来のメーカ主導による少品種大量生産から、消費者ニーズに合せた多品種少量生産にシフトせざるを得なくなってきている。さらに、価格競争の激化に対応するために、製品在庫の削減（=需要に応じた生産計画及び計画の柔軟な変更）、部品在庫の削減（=生産計画の変更に追随した調達量の修正）等によるコスト削減が急務となっており、VMI（Vender Managed Inventory）の導入やセットメーカ・部品メーカ間で需要予測を共有するCollaborative Forecastingなど、企業内の業務プロセスの改革を含むSCMの導入が真剣に議論されはじめていた。

OMJ参加企業はこうした状況を充分に議論し、企業戦略としてBPRを推進・達成する手段として、RosettaNet標準の導入を、その取引先の協力を得ながら推進している。本調査は、こうした日本における先端的な取り組みをケーススタディとすることで、現在RosettaNet標準の導入を検討している企業に対する指針となるべく計画されたものである。特にこれらの企業がRosettaNetの導入を決するに到った戦略に焦点をあてることで、現在RosettaNet標準の導入を検討している企業に対する指針となり、RosettaNet標準の実装拡大につながることを目指している。

2.　調査方針・スケジュール TC “2.
調査方針・スケジュール (Plan and Schedule)”\l2 
調査の対象とする企業は、以下の2つのカテゴリーを想定した。

· OMJ参加企業で、自社の調達・販売プロセスにおいて主体的かつ全面的にRosettaNet標準を導入することを検討している企業：主に電子部品のバイヤ（セットメーカ）及び半導体部品バイヤ
· 上記のOMJ参加企業の取引先で、OMJ参加企業以外にも多数の顧客を持つ企業：主に電子部品のサプライヤ（電子部品メーカ）及び半導体部品サプライヤ

調査を行うにあたって、調査対象企業のビジネス戦略及びビジネスの現場における実情と改善効果を明らかにすることが必要なこと、個々の企業の実情に合せて柔軟に対応することが必要となることが予測されたことから、マネジメント層及び調達部門、販売部門、情報システム部門の担当者へのインタビューを主体とした調査方法を採用した。

インタビューにおいては、以下の点に留意し、調査対象会社におけるRosettaNet導入戦略の明確化、導入効果の定性的分析（非数値分析）を重点に行った。また、導入効果の定量的分析も可能な限り行うことを目標とした。
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Figure 1
ROIの分類と調査にあたっての作業仮説

· RosettaNet導入戦略の（Inportance of Strategic Aspects）の明確化・モデル化

· RosettaNet標準導入主導企業（以下、主導企業）における戦略
BPRによる業務プロセス改善を視野に入れた、包括的な調査
· OMJ参加企業がどのような目的で、RosettaNet導入を進めているか

Ex．「部品在庫を徹底的に圧縮・管理する」

· その目的を達成するために、どのように管理の仕組みや業務プロセスを変えたのか

Ex．VMIの導入。フォーキャスト情報の頻繁化

· TP企業における波及効果

主導企業の依頼でRosettaNet導入に対応することで、どのような変革が余儀なくされたか

それを契機にどのように自社のプロセスを変えることで、より多くのメリットを生み出すことを考えているのか

· RosettaNet標準の有用性

ビジネスフローにおけるPIP利用の効果

RNIF、RNTD利用のメリット

GTIN、DUNS採用のメリット

それぞれの企業の戦略・企業の状況による導入効果の違いを比較するために、複数の主導企業、TP企業を調査の対象とした。また、調査方法を確立した上で、調査対象を拡大することとし、調査期間を2つのPhaseに分けて調査を実施した。

· Phase 1 （2002.10‐11）

OMJ参加企業1社及びその取引先2社

· Phase 2 （2002.12‐2003.3）

OMJ参加企業3社及びその取引先1社

調査対象企業の概要は下表の通りである。調達コミュニティCとDに関してはサプライヤに対する情報はバイヤから入手したものであり、サプライヤに対してのヒアリングは行っていない。

Table 6
調査対象企業の概要

	主導企業（OMJ参加企業、バイヤ）
	TP企業（サプライヤ）
	

	A社
	・国内セットメーカ

・家電、AV機器などを幅広く手がける

・売上高（連結）：7.5兆円規模
	A1社
	・国内電子部品製造販売メーカ

・全社売上に占めるA社との取引割合が高く、かつ汎用部品VMIでの取引額の割合も比較的高い
	Phase 1

	
	
	A2社
	・国内電子部品製造販売メーカ

・全社売上に占めるA社との取引割合が高いが、汎用部品VMIでの取引額の割合は比較的低い
	

	B社
	・世界的半導体メーカ
	B1社
	・国内半導体部品メーカ

・連結売上約1,000億円

・従業員数約5,000人

・海外取引比率約70%
	Phase 2

	C社
	・国内セットメーカ

・情報、通信事業などを始め広範囲の電気機器関連製品を製造

・売上高（連結）数兆円規模

・従業員数（連結企業含）約10数万人
	数社（ヒアリングはなし）

・海外大手半導体メーカ

・海外（台湾）ベースユニットメーカ
・海外大手半導体メーカ

・国内電子部品メーカ
	

	D社
	・国内セットメーカ

・通信システム、情報処理システム及び電子デバイスの製造・販売ならびにこれらに関するサービスを提供
・売上高（連結）数兆円規模

・従業員数（連結企業含）約10数万人
	10社（ヒアリングはなし）
・海外電子部品メーカ

・海外情報機器メーカ

・海外電子機器メーカ

・海外半導体メーカ

・海外eマーケットプレース運営会社

・国内電子部品メーカ
	


III．
調査結果・分析 （Results and Analysis） TC “III.
Phase1調査対象企業 (Company Profiles on Phase 1)”\l1 
1.　A社およびその取引先への導入事例

1.1  A社のRosettaNet標準導入戦略 TC “1.
A社のRosettaNet標準導入戦略 (Strategy of Company A for RosettaNet Implementation)”\l2 
1.1.1　A社を取り巻く環境と課題解決への取り組み（BPRシナリオ）

A社の主力製品であるPCや携帯電話、情報家電、AV機器などの市場は、内外メーカとの競争激化による低価格化の進行に加え、消費者へのパワーシフトによるニーズの多様化、製品ライフサイクルの短期化などが急速に進行しており、A社を取り巻く環境は、年々厳しさを増している。A社ではこうした市場の変化に対応するために、製品在庫・部品在庫の削減や生産コストの低減、需要動向に応じた生産計画の変更能力の向上、製品投入サイクルの短縮化に対応するための製品開発能力の向上などの必要に迫られていた。

一方、A社では複数の生産拠点（工場）が、各事業所毎に設置運営されており、調達業務（サプライヤへの所要量提示、発注）や在庫管理、納品検査・検収などの物流管理も工場毎に行われていたが、各工場の在庫量を合計すると全体の所要量に比べ多めになるなどの弊害が生じていた。そのため、A社では各工場を、一括して管理する体制に切り替え、業務プロセスの改革（BPR）を推進することで、これらの課題に対応することとした。

1.1.2　A社におけるRosettaNet標準採用の経緯

A社が計画したBPRシナリオを実現するためには、受発注プロセスだけなく、需要予測や在庫情報、製品情報、物流など様々なビジネスプロセスを総合的に見直す必要があった。特に、需要変動に迅速に対応し柔軟に生産計画を変更するためには、取引先（Trading Partner、以下TP）との双方向の情報交換、TPとの間、あるいは自社内のビジネスプロセスの自動化・リアルタイム化やビジネスサイクルの短縮化などの実現が不可欠である。A社では、すでにEDI‐VANやWeb EDIを利用して、受発注情報や所要情報をTP企業に開示するシステムを構築しており、2002年度には、バックエンドの生産管理システムが新しいプラットフォームに移行し、社内的にはリアルタイム処理が可能となっていた。しかしながら、取引先との情報交換をリアルタイムに行うためには、EDI-VANやWeb EDIを利用した既存の仕組みでは不充分であると判断し、新たな国際標準として整備が進んでいたRosettaNet標準の採用を決定した。選定の理由としては、標準規約としての機能的優位性の他、自社以外の有力セットメーカや海外サプライヤが採用をコミットしていることにより、デファクト化の可能性が高いことなどが挙げられている。国際標準としてデファクトスタンダードとなる可能性が高いことは、自社に採用した標準規約・システムの陳腐化、孤立を避けることや海外との取引比率が大きな日本の電子部品メーカの導入に向けた抵抗感を小さくするという意味でも重要な要因であった。

Table 7
　A社におけるRosettaNet標準の選定理由

	機能的優位性
	PIP
	・受発注の他、電子カタログ、需要予測、製造、サービスサポートまで、百数十のPIPにより広範なビジネスプロセスのカバーが可能

	
	
	・双方向のデータ交換を行うワークフロー及び受信シグナル、回答までの時間を標準として規定しているために、取引先との間で一から規定する必要がなく、リアルタイム処理への移行が容易

	
	DUNS、GTIN
	・社内独自コードから標準コードへ移行することによるコード管理工数の低減

・TP企業での付番管理工数の低減

	
	RNTD
	・標準辞書採用による部品DB構築管理工数の低減

・環境コンプライアンス等、グローバルな取り組みへの親和性

・ECALS辞書等、TP企業における既存資産の有効活用

	
	RNIF
	・TCP/IPプロトコル（セキュア通信）、XML、電子署名、暗号化など最新のインターネット技術の恩恵を享受

・国内外のベンダー企業による幅広いサポート

	デファクト化の可能性、国際的な普及度
	A社
	・自社以外の内外有力セットメーカ、部品メーカの採用のコミットによる孤立、陳腐化の回避

	
	TP企業

（A社取引先）
	・自社以外の取引先とも接続可能となることで、システム投資の費用対効果の向上が期待できる


Figure 2
A社におけるBPRシナリオ実行の条件とRosettaNet標準の採用
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1.1.3　A社によるTP企業へ向けたプロモーション

これらのシナリオの実施にあたっては、RosettaNet標準対応システムの導入、EDI‐VANシステムから切り替えといったコスト負担だけでなくTP企業側での業務プロセスの変更も必要になる。従って、A社が行うシナリオに対する理解と積極的な参加を促すために、様々な取り組みを行っている。

· TP企業とのパートナーシップの強化、Win‐Winの提示
BPRシナリオ、RosettaNet標準導入に関する説明会を繰り返し開き、また、RNJのフォーラムなどあらゆる機会を通じて、TP企業を対等のビジネスパートナーとしてとらえ、相互の建設的な協力のもとWin‐Winの関係を築く意思があることを繰り返し訴えた。

TP企業と議論を重ね、A社が実施するシナリオが、A社に一方的に利をもたらし、TP企業への負担を強いるものではなく、TP企業にとっても利益をもたらすものであることを理解してもらうように努めた。
· RosettaNet標準導入に対するコミットメントの明示

RNGのボードメンバ、特にMilestone Programのスポンサーは、RosettaNet標準の実装をコミットする必要がある。A社は、こうした活動に積極的に参加することで、RosettaNet標準の実装へのコミットを内外に明示している。

また、A社の責任ある立場の人間から、TP企業に対して、BPRの推進、RosettaNet標準の導入に対するコミットを明言し、はしごをはずされるのではないかというTP企業の不安の払拭を図った。

· RosettaNet標準導入に関する導入コストの軽減、ノウハウの共有化

RNJ活動を通じた啓蒙活動や、A社と同様RosettaNet標準の導入をコミットした企業と共同で、TP企業との間で、大規模な相互接続性の検証を行い、そこで得られた知見を積極的に公開することで、ノウハウの共有化、RosettaNet標準対応B2Bサーバの信頼性向上を推進している。
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Figure 3
A社によるTP企業への「Win‐Win」の提示

1.2
A社および取引先の企業プロフィールと調査対象のBPRシナリオ

Table 8
　A社、A1～Ａ2社のプロフィール

	調査対象企業
	プロフィール
	RosettaNet標準導入へのスタンス
	全社売上に占めるA社との取引割合

	A社
	・国内セットメーカ

・家電、AV機器などを幅広く手がける

・売上高（連結）：7.5兆円規模
	・バイヤ （主導企業（Initiatives））

・RosettaNet標準導入を推進
	

	A1社
	・国内電子部品製造販売メーカ
	・サプライヤ （TP企業） 

・A社からの依頼を受けて、RosettaNet標準を導入
	・全社売上に占める割合が高く、かつ汎用部品VMIでの取引額の割合も比較的高い

	A2社
	・国内電子部品製造販売メーカ
	・サプライヤ （TP企業）

・A社からの依頼を受けて、RosettaNet標準を導入
	・全社売上に占める割合が高いが、汎用部品VMIでの取引額の割合は比較的低い


Table 9
　A社におけるBPRシナリオ

	BPRシナリオ
	シナリオ内容
	達成目標

	汎用部品VMI集中化
	・各工場において独立に実施していた汎用部品VMI倉庫（4ヵ所）の統合

・対象工場における部品所要量（見込, 引当情報）の共有

・物流・在庫管理の一元化（複数工場からの所要情報を合算して伝達）

・統合倉庫への納品一元化
	・統合倉庫設置による工場内倉庫スペースの削減

・部品所要量の共有化による常備在庫の削減

・発注、在庫、物流管理の統合によるVMI運営コストの削減

	所要情報伝達の短サイクル化
	・TP企業（電子部品メーカ）への情報提供サイクルの短期化、定期化

・所要情報の高精度化
	・A社及びTP企業における生産・調達計画変更能力の強化

・TP企業における生産計画や物流・在庫計画の最適化、販売機会喪失の回避

	出荷情報の早期伝達
	・部品出荷時に、TP企業よりA社に出荷情報を伝達

・出荷情報と納品予定情報の早期つき合わせによる誤出荷の発見能力の向上・発見の迅速化、納期遅れの防止
	・部品欠品による生産ストップの回避

・納品業務の効率化

	新製品情報交換
	・TP企業において開発中の部品情報の共有化
	・製品設計・部品設計の最適化、製品開発サイクルの短縮


A社では、Table9に示すように複数のBPRシナリオに基づいて、該当する取引先との間にRosettaNet標準の導入を計画している。今回は、これら4つのBPRシナリオのうち、A社が最初の取り組みとして、抵抗・コンデンサなどの汎用部品メーカとの間で実施した、「汎用部品VMI集中化」と「所要情報伝達の短サイクル化」について、A社が及び電子部品メーカ2社の計3社における導入効果の調査を行った。この２つのシナリオは、組み合わせて実施されており、以下の説明で、単に「VMI集中化」という場合、「所要情報伝達の短サイクル化」シナリオも含むものとする。

なお、他の2つのシナリオについて、「出荷情報の早期伝達」は2002年12月に実施、「新製品情報交換」については、2003年度に実施の予定であるが、調査時期の関係から今回の調査の対象外とした。
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Figure 4
A社におけるBPRシナリオ

1.3  導入効果 「VMI集中化」 TC “2.
導入効果 -「VMI集中化」 (ROI Study : Integration of VMI Warehouses)”\l2 
1.3.1　BPRシナリオの概要

汎用部品VMI集中化

A社では、これまで工場の運営は独立しており、調達業務や在庫管理、物流管理も個別に行われていた。各工場毎に運営していたVMI （Vender Managed Inventory）倉庫における常備在庫の基準も異なっており、工場間での調整や相互利用は行われていなかった。そのため、各工場の在庫量を合計すると全体の所要量に比べ多めになっていた。さらに、TP企業に出す所要情報も工場毎に別々出され、かつその頻度も異なるなど、A社全体としても非効率な運用であり、TP企業の負担も大きくなっていた。

そのため、各工場毎に設置されていたVMI倉庫を統合するとともに、納品管理、在庫管理などの運用も一元的に行うことで、効率性の向上をめざしている。TP企業への所要情報伝達も、各工業の所要量を合算したものが送られることになる。
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所要情報

調査時点では、このBPRシナリオに基づき、４工場の工場内VMI倉庫が、1ヶ所に統合されている。（物流と倉庫管理は物流会社に委託）
Figure 5
A社による「汎用品VMI倉庫集中化」シナリオの概要

所要情報伝達の短サイクル化

製品のライフサイクルが短くなり、市場動向・需要が大きく変動するなかでは、製品在庫量、部品在庫量を抑え、需要変動に応じて、生産計画を柔軟に変更する必要がある。そのためには、A社だけではなく、部品を供給するTP企業においても、A社の計画に連動して部品の生産・納品量の調整ができないと、必要な部品量が確保できず生産計画を達成できない、あるいは、部品が余り、TP企業における部品在庫が増大した結果、コスト増につながるといった問題が生じる。

そのため、TP企業が、生産計画や物流・在庫計画の最適化を行えるように、A社から、部品所要量（PIP4Ａ3/4）を定期的かつ短いサイクルで提供するようにする。このシナリオは、「汎用部品VMI集中化」と同時に実施され、各工場毎に異なっていた提供サイクルも統一化されることになる。

このBPRシナリオは、各工場が異なるサイクル（週次～月次）で提供していた所要情報を、4工場の所要情報が統合されたかたちで、予想所要情報は16週間分を週次で、確定所要情報については、直近10日分が日次で、取引先に提供するように業務プロセスを変更するものである。

Figure 6
A社による「所要情報伝達の短サイクル化」シナリオの概要
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Table 10
A社におけるBPRシナリオ （VMI集中化）

	業務プロセス改善BPRシナリオ
	汎用部品VMI集中化
	所要情報伝達の短サイクル化

	シナリオ内容・A社における達成目標
	・各工場において独立に実施していたVMI取引の統合によるコスト削減（統合倉庫設置による倉庫スペース削減（4ヵ所→1ヵ所）、常備在庫減、物流費減、管理工数減等）
	・対象工場における部品所要量（見込, 引当情報）の共有化、TP企業（電子部品メーカ）への情報提供サイクルの短期化、定期化による、生産・調達計画変更能力の強化

	シナリオ実施前の状況
	・各工場がそれぞれ倉庫を設置、物流管理、在庫管理を個別に実施

・TP企業への情報提供も、各工場の生産計画、在庫基準に基づき個別に伝達
	・各工場それぞれの基準に基づき、週次ないし月次で提供

	TP企業におけるメリット
	・A社複数工場からの所要情報が合算して伝達されることによる物流・在庫管理の一元化

・統合倉庫への納品一元化による物流費削減
	・精度の高い所要情報入手による生産計画や物流・在庫計画の最適化、販売機会喪失の回避

	使用PIP
	4A3, 4A4, 4C1, 3C3
	4A3, 4A4


Figure 7
A社の「VMI集中化」で使用されているPIP
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1.3.2　A社における「VMI集中化」導入効果

A社がヒアリングにおいて明らかにした導入効果を下表に示す。システム投資、人的コストに対する投資額や削減されたコストについて、その具体的な金額は明らかにされていないが、汎用部品VMI集中化シナリオによって、業務プロセスにおけるコストが大幅に削減されていることが判る。A社の年間の売上規模は連結ベースで数兆円であることから、製品製造に必要な部品調達額は少なくとも数百億円規模と推定される。従って、仮にディスカウント率が1%程度向上したとしても、その効果は数億円にものぼることになる。また、管理工数や倉庫管理費用についてもそれぞれ数千万円から数億円程度の効果はあるものとみなせるであろう。

システム関係の費用については、調査時点では、EDI‐VANシステムが廃棄されていないため、RosettaNet標準対応システムへの投資が増えただけで、コスト削減にはつながっていないと思われる。しかしながら、ここで着目するべき点は、今後A社が計画している「出荷情報の早期伝達」や「新製品情報交換」といった新たなBRPシナリオを実施するにおいて、今回構築したシステムをそのまま利用できるという点であろう。さらに、PIP2A10といった新しいPIPの利用を利用する場合でも、対応するバックエンドの業務システムの開発・改造の必要はあるとしても、TP企業の持つシステムとの通信や認証といったRNIFレベルでの接続試験といった工数は省略可能であり、保守・運用担当者の蓄積したノウハウを生かすことで、トレーニング費用などの軽減も期待できる。従って、今後のシナリオの実施においては、運用プロセスにおける投資は、相対的に低下していくことになるであろう。

Table 11
A社における「VMI集中化」導入効果

	R/I
	分野
	項目
	内容

	Return
	業務プロセス
	部品単価
	・集中化にともなう取扱いボリューム増により、ディスカウント率が向上

	
	
	管理工数
	・ほぼ半減

	
	
	倉庫スペース
	・減少（各工場の汎用部品用倉庫スペースが不要）

	
	運用プロセス
	運用効率
	・未公表

	
	
	運用コスト
	・2003年3月のEDI‐VAN廃止後、現在の使用料年間2,400万円が削減見込

	Invest

ment
	運用プロセス
	システム投資
	・未公表

	
	
	人的コスト
	・未公表


A社ではBPRによる業務プロセスの改善において大きな効果をあげている。次項以降で述べるように、TP企業の理解と協力を得てBPRを実行するための手段として、RosettaNet標準を採用したことが、大きな成功要因の一つであったと思われる。

なお、A社では、今回調査の対象とした「汎用部品VMI集中化」以外にも幾つかのBPRシナリオを推進中であり、A社全体としての導入効果については、これらの結果を踏まえて評価する必要があると考える。

1.3.3　A1, A2社（TP企業）における「VMI集中化」導入効果

導入結果

次ページの表は、A1,A2社がヒアリングにおいて明らかにした導入効果を比較したものである。システム投資額については公開されていないが、運用費用やVAN‐EDI料金は2社とも削減されている。Ａ1社は、Ａ2社に比べて、「VMI集中化」の対象となる汎用部品の取引量が多いため、VAN‐EDI費用の削減効果が大きくなっている。また両社ともA社のVMI倉庫集中化において、VMI倉庫が1ヶ所になったことにより、出荷件数が大幅に減少するなど、TP企業のメリットとされていた生産計画の変更能力の向上や管理工数の削減について、効果があったと認識している。両社において違いが生じている項目は、在庫量や物流費に関するものである。A1社において在庫量、物流費において効果が大きくなっているのは、A社に対する売上比率が、A2社に比べて大きいために、A社一社との間で「VMI集中化」を導入しただけでも効果が顕著に現れたためであると考えられる。A2社にとっては、導入効果を増大させるためには、対象品目の増加、あるいは他の顧客との間での同様のシナリオの実施が必要になる。実際にA社では、汎用部品に関して、対象品目の拡大やTP企業の拡大を計画しており、A2社における効果は今後拡大していくことが予想される。また、別の顧客との対応する場合にも、既にRosettaNet標準対応のシステムは導入済みであり、A社との対応で蓄積したノウハウを使うことで、追加投資は軽減されるものと思われる。

今回の結果で、着目するべき点は、A1社が物量が増加していると回答している点である。このことは、A1社がA社のVMI集中化とそれに伴うRosettaNet標準への対応により、有力顧客であるA社とのパートナーシップ強化に成功したことを示唆している。A社は、あらゆる取引やプロセスにRosettaNet標準を導入することを目標としており、TP企業にとってA社とのパートナーシップ強化にRosettaNet対応が必要となる傾向は今後とも強まっていくことが予測される。

Table 12
A1, A2社における導入効果

	R/I
	分野
	項目
	A1社
	A2社

	Return
	業務プロセス
	在庫量削減
	・量については公表できないがインパクト大
	・対象アイテムが限られているため、インパクト小

	
	
	物流費削減
	・物量は増加しているが、費用はほぼ現状維持（数値は未公表）
	・対象アイテムが限られているため、削減は小

	
	
	管理工数

削減
	・75%減

・問合せ減により、日常業務の効率向上
	・出荷件数78.5%減

・変更件数の減少（16.5%→7.8%）に伴い、変更対応工数が減少

・月末棚卸が一ヶ所で済むようになり、工数が減少

	
	
	営業負荷

軽減
	・対応先が4ヵ所から1ヶ所になったことにより、営業負荷が大幅に軽減
	・特に効果なし

	
	
	需要変動の

平準化及び

生産計画

精度向上
	・平準化効果有（データ未確認）

・精度向上するはず（数値に関しては未確認）
	・先行入手する内示情報の精度向上により、後発入手する転送情報（VMI倉庫への部品移送情報）とのブレが縮小し、短納期でのオーダエントリが実現

	
	
	納期調整

（納入L/T）
	・月単位から週単位（中3日で納入）に短縮
	・VAN経由では到着に2日要した所要情報がリアルタイムで入手可能になったためリードタイム短縮

	
	運用プロセス
	運用効率化
	・バックエンドシステムと接続、A社からの引当計画を転送
	・バッチ処理から、ほぼリアルタイムでの運用が可能になった

	
	
	運用コスト

削減
	・A社とのEDI‐VAN使用料（年間約200‐300万円）が、全面廃止後ゼロになる見込
	・EDI‐VANのデータ件数が15%減

・今後EDI‐VANデータがすべてRosettaNet標準に移行されることを期待

	Investment
	運用プロセス
	システム投資
	・未公表
	・未公表

	
	
	人的コスト
	初期投資額

・2人×2ヶ月（4人月）

・維持コストは平常運用範内
	初期投資額

・3人×30%×3ヶ月（約3人月）

・維持コストは平常体制で対応


TP企業におけるRosettaNet導入の波及効果

下表は、TP企業2社の導入前後のスタンスの変化をまとめたものである。注目するべき点は、両社ともRosettaNet標準自体の技術的側面よりも、自社の顧客対応、あるいは将来のビジネスチャンス拡大といったビジネスの側面に着目していることである。有力顧客であるA社との関係の維持・強化という観点はもちろんのこと、国内外における普及状況が、RosettaNet標準導入決定に大きな影響を与えていたことが明らかになった。さらに、両社とも、A社への対応を契機として、自社のビジネスプロセス改革へのRosettaNet標準の利用について言及している点は非常に興味深い点である。

Table 13
A社TP企業のRosettaNet導入に関するスタンスの変化

	
	A1社
	A2社

	導入前

（A社からの依頼前）
	戦略レベル
	・RNJ発足時に、準備委員会のメンバから紹介をうけていた

・将来の海外顧客対応において、グローバル標準であるRosettaNet標準対応が必要になると考えていた
	・RosettaNet標準導入に関する検討はされていなかった

	
	現場レベル
	・RNJからの呼びかけを契機に、日本における動向を把握するとともに、海外におけるデファクト化の状況にも着目していた

・既存顧客との取引拡大、新規顧客開拓に向けて、より多くのB2B取引の標準・インフラに対応することが必要であると考えていた
	・担当者レベルで、RosettaNetに関する情報収集を行っていた

	導入検討時
	導入決定までの経緯
	・EDI‐VANが稼働していたために、RosettaNet対応への投資の必要性が疑問視されていたが、A社からの依頼を契機に、通信インフラの再構築の一環として導入が決定された
	・新しいものをいち早く取り入れる企業文化があり、経営陣のオーソライズは、比較的容易に進んだ

	
	決定時に影響を与えた要素
	・既存顧客であるA社との関係・維持強化

・他の内外既存顧客からの依頼が来ることも想定

・グローバル標準対応による新規顧客獲得への期待

・新技術の吸収、ノウハウ蓄積のチャンス （将来の海外顧客対応に備えてA社と日本語で対応できることのメリット）

・蓄積した技術、ノウハウの自社の業務プロセス改善への転用を期待

・業務改革に関する社内の意識の向上

	導入後
	今後の

展開
	・自社の調達コミュニティへの導入、End‐to‐EndのSCMの構築

・取引先（サプライヤ）の規模が比較的小さいため、安価なソリューション、ASPサービスの登場が鍵
	・受注情報の有効利用による、世界的な戦略的生産の実現

・受注動向を世界的にリアルタイムで把握するためには、DUNSやGTINなどの標準コードの利用が鍵


A2社が検討している受注情報の有効利用

下図は、A2社が検討しているA社からの受注情報の有効利用の仕組みである。従来、A社からの受注データはA社の国内外の各拠点（工場）から、A2社の国内外の各拠点へEDI‐VANにより直接送信されていた。そのため、A社から部品毎の需要が、世界中でどれほどあるかを把握するためには、世界中に散らばった各拠点から受注データを集め集計する必要があった。今回のA社との間のRosettaNet標準導入を契機に、A社からの全ての受注データがA2社の本社を経由するよう業務プロセスが改善される。この改善により、A社からの世界的な受注情報を直ちに把握し、戦略的な生産指示を行うことが可能になると考えている。

こうした仕組みは、A社以外からの情報も対象とすることで、より有効な生産指示や販売戦略等を打ち出すことが可能になる。その際に、DUNSやGTINなどの標準コードを使うことで、顧客からの受注、売上、在庫等の情報がグローバルかつ地域別に瞬時に把握することが容易になると考えている。
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Figure 8
A2社が計画しているグローバルな戦略的生産指示の仕組み

1.４
A社におけるその他のBPRシナリオTC “3.
A社におけるその他のBPR施策 (Other BPR Plans of Company A)”\l2 
出荷情報の早期伝達

多くの部品から組み立てられるPCや携帯電話、情報機器などのIT機器は、一部の部品が不足しただけでも、生産ラインがストップしてしまい、結果として販売機会の損失や部品・仕掛品を過剰に抱え込むことになりかねない。部品在庫をできる限り減らすJIT（Just‐in‐Time）方式を推進すればするほど、部品欠品による生産ストップのリスクは高くなる。
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このシナリオは、こういったリスクをできる限り回避するために計画されたものである。部品欠品の主な原因は、注文された部品と異なる製品が納品される、あるいは、注文変更伝達不備による「誤出荷」と物流会社による｢遅配｣である。従来、A社では、製品が納品された時点で検査を行い、誤出荷があった場合にTP企業へ連絡、緊急出荷の依頼を行っていたが、このやり方では生産が一日近くストップする可能性があった。そこで、TP企業から出荷時に、出荷情報（PIP3B2）が送信されるようにプロセスの変更を計画した。この変更により、A社担当者が、納品前に、送られてきた出荷情報とあらかじめA社で管理している納品予定情報とをつき合わせることが可能になり、誤出荷を早期に発見することができる。また、なんらかの原因により出荷が遅れた場合にも、TP企業からの連絡を待たずA社側にても発見が可能になる。A社では、トラブルの早期発見が可能になることで、緊急出荷の要請や代替部品の手配、生産計画の変更などトラブル対応能力の向上を期待している。また、あらかじめ出荷情報を入手することで、入庫票作成や受け入れ搬入の事前準備が可能になり、従来の手作業による入力や確認に比べ業務量が削減するという効果も見込んでいる。

Figure 9
A社の「出荷情報の早期伝達」シナリオの概要

新製品情報交換

開発中の新しい部品情報をサプライヤ側から提供し、バイヤ、サプライヤのエンジニア間で早い段階から共有することにより、最適な製品や部品設計を可能にし、結果的に製品開発サイクルの短縮を狙う。

PIPとしては、DEIP （Design Engineering Information Program） Milestone Programによって、開発・リリースされたPIP2A10が利用される予定である。なお、日本におけるPIP2A10及びDEIP関連の活動情報は、RNJ HPを参照されたい。

2.　B社およびその取引先への導入事例

2．1
B社のRosettaNet標準導入戦略 TC “1.
A社のRosettaNet標準導入戦略 (Strategy of Company A for RosettaNet Implementation)”\l2 
2.1.1　B社を取り巻く環境と課題解決への取り組み（BPRシナリオ）

世界的半導体メーカである主導企業B社は、イントラネット、インターネットの活用とERP間の相互接続により、業務を100%電子化することをビジネスビジョンとして掲げている。このビジネスビジョンは、サプライチェーン全体をITによりリアルタイムに垂直統合し、企業間の業務を統合したEnd-to-EndのSCMを実現することで、ヒューマンリソースを特別な要求、例外処理に注力できるようにするともに、人手の介在及びそれに伴うエラーを極力削減することを目指すものである。

B社がこのビジネスビジョンを策定した背景には、半導体産業における製品サイクルの短期化、製品の多様化や、ウエハーの大口径化、製造プロセスの細密化による製造施設建設費用の高騰といった要因があると考えられる。こうした環境のもと、自社の市場における競争力を維持・強化に向けた業務の効率化とコスト削減が、B社のRosettaNet標準導入戦略の主眼となっているであろう。
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Figure 10
B社におけるビジネスビジョンと企業間業務統合

2.1.2　B社におけるRosettaNet標準採用の経緯

B社が、「B2B取引の基盤への戦略的投資」の一環として、RosettaNet標準の採用理由としてあげた項目をTable 11に示す。特に、ROI向上の観点からは、全世界的に共通的な取引形態を確立することができれば、それに対応したシステムを開発することで、あらゆる取引に利用することができる。従って、各国・地域毎に個別の取引形態とそれに対応したシステムを開発することに比較して、スケールメリットによるROI向上が期待できる。そのためには、グローバルな標準規格を採用することが必須であり、国際的な普及度、デファクト化の可能性の高さからRosettaNet標準が採用されている。

Table 14
B社におけるRosettaNet標準の選定理由

	先端技術に対する企業方針
	・先駆的に先端技術ノウハウを蓄積

	機能的優位性
	・リアルタイムインターフェイス

・双方向性

	デファクト化の可能性、国際的な普及度
	・グローバルベースのサプライチェーンパートナ間のプロセス協調を図る標準インターフェイス


2.1.3　B社によるTP企業へ向けたプロモーション

B社が構想する企業間業務統合（End-to-End SCM）を実現するためには、TP企業側においても社内業務フローの変更やシステムの対応などが必要になることもあり、RosettaNet標準導入に対するTP企業の経営層の理解が不可欠である。そのために、B社では、TP企業に対して、サクセスストーリの提示、BPRやRosettaNet標準の導入に関するノウハウの共有、技術支援など、様々な視点からのプロモーションを行っている。

未導入TP企業の意思決定促進に向けた啓蒙活動; B社のコミットメントの明示とサクセスストーリの提示

RNGのボードメンバ、特にマイルストーンプログラムのスポンサーは、RosettaNet標準の実装をコミットする必要がある。B社は、このようなポジションを積極的にとることで、RosettaNet標準の実装のコミットを内外に明示している。

さらに、B社は、未導入TP企業を対象に、これまで蓄積してきたRosettaNet導入実事例（（サクセスストーリ））をもとに、教育セッションを行うなど、RosettaNet標準導入のメリットの理解を深めてもらう活動も積極的に行っている。

TP企業に対する導入支援活動;

B社は、TP企業への導入時に得た成功事例・留意点を蓄積しており、こうした知見を基に、業務フロー改善（BPR）を伴う導入ノウハウをTP企業に伝える実装サポートチームを有している。このチームがTP企業の準備状況に応じて導入パターン（ある業務フローには、どのようなPIPを利用するか）を提示することで、TP企業における導入の支援を行っている。

さらに、Figure 11に示すように、導入後のTP企業に対するサポート体制も構築しており、24時間体制で電話、Eメールを受け付けるサポートセンタが一次レベルでの対応をし、実装チームと同等のスキルを有する者が二次レベルのサポートを、技術部門が三次レベルのサポートを行っている。

RosettaNet標準導入に関するテクニカルノウハウの共有化

B社の蓄積事例の中には、RosettaNet標準対応のB2Bサーバ間のコネクション上のエラーなどの事例も含まれている。こうした情報を共有することで、B社サーバとの接続テスト前に、TP企業における自主的なテストを可能にしている。このことで、接続テスト時の失敗率を下げ、導入に関する工数の削減に成功している。

さらに、B社と同様にRosettaNet標準の導入をコミットした企業と共同で、TP企業間との大規模な相互接続性検証を実施し、そこで得られたノウハウの共有化やRosettaNet標準対応B2Bサーバの信頼性向上などを推進している。また、B社の導入事例におけるB2Bサーバ製品のデジタル認証機能の接続ステータスなどの公表も行っている。
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Figure 11
B社におけるTP企業に対するサポート体制

2.2  B社および取引先の企業プロフィールと調査対象のBPRシナリオ

Table 15は、今回の調査対象であるB社およびその取引先企業のプロフィール、Table 16は、2002.12の調査時点でＢ社が計画しているBPRシナリオのリストである。

Table 15
B社、B1社のプロフィール

	調査対象企業
	プロフィール
	RosettaNet標準導入へのスタンス

	B社
	・世界的半導体メーカ
	・バイヤ（主導企業（Initiative））
・RosettaNet標準導入を推進

･サプライヤ（顧客にも展開しているが今回の調査対象外）

・RNグローバル及びRNJのボード会員

	B1社
	・国内半導体部品メーカ

・連結売上　　　　　約1,000億円

・従業員数　　　　　約5,000人
・売上の海外比率　　約70 %
	・サプライヤ（TP企業）

・トップ主導でRosettaNet標準を導入


Table 16
B社における業務改善のプロセスとBPRシナリオ

	業務改善目標
	予測改善効果
	BPRシナリオ
	シナリオ内容
	シナリオ達成目標

	Step.1
手作業削減
	自動化による取引毎のコスト削減
	出荷情報

早期伝達
	・部品出荷時にTP企業よりB社に出荷情報を伝達
	· B社の出荷問合せ業務削減

· TP企業の問合せ対応業務の削減

	Step.2
RosettaNet標準適用TP企業数およびプロセス数の拡大
	
	注文処理

自動化
	・注文情報伝達を自動ファックス送信からインターネットを利用した電子ファイル送信へ変更
	・
確実な注文伝達の実現

・
TP企業における販売系、製造系システムへの注文入力作業の削減

	Step 3
内部ビジネスプロセスの改善
	プロセス変更と効果的意思決定による大幅なコスト削減
	

	Step.4
外部サプライチェーンの改善
	
	


B社は、同社のビジネスビジョンである企業間業務統合（End-to-End SCM）の実現に向けて、「手作業削減」、「TP企業数及び標準プロセス数の拡大」、「内部ビジネスプロセスの改善」、「外部・サプライチェーンの改善」という4段階で業務改善を進めていくことを計画している。（Table 16）　今回は、業務改善のStep 1,2に該当する「出荷情報早期伝達」、「注文処理自動化」の2つのBPRシナリオについて、調査を行った。
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B社におけるBPRシナリオ

2.3.
導入効果 -「出荷情報早期伝達」と「注文処理自動化」 TC “2.
導入効果 -「VMI集中化」 (ROI Study : Integration of VMI Warehouses)”\l2 
2.3.1　シナリオの概要

出荷情報早期伝達

TP企業からB社への出荷情報が、出荷当日あるいは翌日にまとめて、Faxないし電子メールにより送信されていたため、B社では、出荷に対する問合せを頻繁に行わなければならなかった。

本BPRシナリオでは、B社の問合せ工数を削減することを目的にTP企業からの製品出荷と同時に、B社へ出荷情報が送信されるように業務プロセスが変更される。出荷情報の送信には、PIP3B2を使用する。
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Figure 13
B社による「出荷情報の早期伝達」シナリオの概要

注文処理自動化

B社からＴＰ企業への注文情報の送信が、B社システムからの自動Faxにより行われていたため、TP企業では受信した注文情報をチェックした上で、自社システムへ再入力するという手順を踏まなければならなかった。こうしたプロセスでは、人手による入力工数の負担が大きいだけでなく、入力エラーを伴うこともあった。

このBPRシナリオは、TP企業における入力処理工数削減と入力エラーの排除を狙うもので、TP企業側のシステムを改善することで、B社から送信された注文情報をシステムで自動的に取り込むことが可能となる。注文情報の送信には、PIP3A4を使用する。
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Figure 14
B社の注文処理自動化シナリオ

2.3.2　B社における「出荷情報早期伝達」、「注文処理自動化」導入効果

B社では下表のような導入効果が得られている。

Table 17
B社における導入効果

	R/I
	分野
	BPR
	項目
	内容

	Return
	業務プロセス
	出荷情報

早期伝達
	管理工数
	・TP企業への問合せが不要となり工数削減

	
	
	注文処理

自動化
	伝達エラー
	・FAXに起因する伝達エラーがゼロ

	
	
	
	リードタイム
	・TP企業での処理自動化により、ペーパーリードタイムが短縮

	Investment
	運用プロセス
	－
	システム投資
	・未公表

	
	
	－
	人的コスト
	・未公表（実装チーム、サポートセンタ、サポートチームあり）


2.3.3　B1社（TP企業）における「出荷情報早期伝達」、「注文処理自動化」導入効果

導入効果

B1社では、下表に示すように、管理工数及び、業務工数の削減、オペレーションミス削減、リードタイムの短縮などで狙いどおりの効果が出ている。

Table 18
B1社における導入効果

	R/I
	分野
	BPR
	項目
	内容

	Return
	業務プロセス
	出荷情報

早期伝達
	管理工数
	・問合せがほぼゼロになり工数削減

	
	
	注文処理

自動化
	業務工数
	・1トランザクションあたり約50%削減

	
	
	
	オペレーション

ミス
	・ゼロ

	
	
	
	リードタイム
	・短縮

	
	運用プロセス
	－
	運用効率化
	・バックエンドシステムと接続

	Investment
	運用プロセス
	－
	システム投資
	・初期は廉価版B2Bサーバを入れたが、後に高機能版に変更

	
	
	－
	人的コスト
	・初期投資額：　未公開

・運用：専任約5名


2.3.4　B1社（TP企業）におけるRosettaNet標準導入の経緯

B1社は、経営課題としてサプライチェーン改善の必要性を認識しており、DellモデルなどのSCM事例の研究を行っていた。そこでB1社経営陣は、自社SCM改善の一環としてRosettaNet標準導入を決定し、RNG（）のグローバルサプライチェーンボードにも加入した。

B1社が、RNGのボード会員としてのRosettaNet標準実装の義務を意識する中で、B社との間で導入対象プロセスの選定についての議論が始まった。当初B社からは、「注文処理自動化」の（）導入提案があったが、B1社としては、最初のRosettaNet標準導入を成功裏に導きたいとの意向もあり、「出荷情報早期伝達」シナリオの導入を先行させた。そのシナリオの選定理由としては、発注系のPIP3Axが、双方向の情報交換プロセスを伴うのに対して、「出荷情報早期伝達」シナリオで使用するPIP3B2が、B1社からB社への片方向のプロセスであり実装が容易なこと、このシナリオの導入効果が、「問合せ対応業務の削減」という予測しやすいものであったことなどがあげられる。

Table 19
B1企業のRosettaNet標準導入の経緯と今後の計画

	導入前

（B社からの依頼前）
	戦略レベル
	・サプライチェーン改善に向けて、Dellモデルなどを研究

	
	現場レベル
	

	導入検討時
	導入決定までの経緯
	・トップマネジメントによりRosettaNet標準導入を決定

	
	決定後
	・戦略としてRN.orgのボード会員となり、実装義務を意識

	導入後
	今後の展開
	・RosettaNet標準の導入効果を享受するためには、業務プロセス変更、社内システムの改善の必要性を認識

・社内システムの情報一元化・リアルタイム化を実現し、引合、見積、商談、需要予測、納期調整、PO、出荷、請求という一連の業務プロセスを連動させて運用することを計画

・2004年度中に全事務所、販社へ情報システムを横展開


B1社はRosettaNet標準導入を推進する過程で、業務プロセスの変更とそれに伴う社内システムの改善の必要性を再認識し、全社的にBPRに取り組み始めている。2003年度中には、社内システムの情報一元化、リアルタイム化を実現し、それを2004年度中に全事務所や販社への横展開していく予定であり、その進捗に連動してRosettaNet標準の導入を加速させると思われる。

B1社は、B社との間で今回調査したBPRシナリオ以外に、様々なRosettaNet標準の導入を計画しているが、これまでの経験で蓄積したノウハウと、導入したシステムを有効利用することで、追加投資は軽減されるものと考えている。また、B社以外の海外企業ともRosettaNet標準を導入しているが、B社とのプロジェクトの際に導入したシステムをそのまま利用できたことで、追加投資は抑えることができたとしている。

2.4
B社における今後のRosettaNet標準導入戦略

B社は、企業間業務統合（End-to-End SCM）による取引の自動化を実現するため、調達に関する一連の業務プロセス（短期・中期所要計画提示・回答から、デリバリー指示、注文及びその変更、出荷情報伝達、請求、支払い）にRosettaNet標準を導入する計画である。実際の導入にあたっては、TP企業における業務プロセスの変更や基幹システムの対応が伴わないと、TP企業における導入効果が生じない可能性があるため、B社における優先順位（重要度の高いTP企業）とTP企業の準備状況を勘案しつつ、TP企業毎に個別の導入計画を立てながら実施していく予定である。
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Figure 15
B社調達プロセスにおけるBPRシナリオ（フォーキャストから支払いまでの自動化）
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B社BPRシナリオで使用されるPIP （ピンク色は今回調査分）

3.　C社における導入事例

3.1  C社のRosettaNet標準導入戦略 TC “1.
A社のRosettaNet標準導入戦略 (Strategy of Company A for RosettaNet Implementation)”\l2 
3.1.1　C社を取り巻く環境と課題解決に向けた取り組み

C社の進める新SCM（グローバルバリューチェーンマネジメント）
C社は「顧客視点」と「変動対応力強化」という経営目標に向かって数年前から全社的な生産（関連部門の）革新を進めている。これに対応して関連各部門において業務プロセスの徹底的な見直しと改革が進められており、社内システムについても、設計、調達、生産、経理などの各社内業務システムがERPや（自社開発）システムにより既に統合されている。

物流、販売系については、EDIを利用したTP企業との受発注情報の連携が実現されているが、次のステップとして、サプライヤ、バイヤ、ODM（Original Design Manufacturer：設計まで含めた生産委託先）との間のビジネスプロセスの統合とリアルタイムな情報交換の実現を目指している。最終的には販売店、3PL（3rd Party Logistics）や2次サプライヤ（2nd Tier）とも統合することが「新SCM」の目標である。
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Figure 17
C社　新SCM（グローバルバリューチェーンマネジメント）の概念図

C社のRosettaNet全社展開方針と各事業部門の対応
Figure 18は、C社におけるRosettaNet標準の全社展開方針を示したものである。C社では、事業部毎にRosettaNet標準の適用を進めているが、その全社的な調和を図るために、次のような方針をコーポレートとして策定している。

①各事業部はビジネス上の導入効果を考えながら、自身の事業部でRosettaNet標準導入を推進する。

②購買業務に関しては本社資材部門が各事業部へのプロモーション活動を行う。

　　＊最適な業務プロセスを見出してRosettaNet化の提案をする

　　＊EDIを適用してこなかった取引分野（製品情報・開発購買領域、JIT情報など）への適用を進める

　　＊グローバル標準への対応を求める海外取引先やRosettaNet導入推進大手との取引に適用する

　　＊対象企業数を拡大すると同時に、（業務種類も取引量も）拡大する考慮した調査・計画立案を行う

　　＊推進主体はあくまでも各事業部である

③販売業務に関しては各事業部門が顧客ニーズに基づき営業的な判断（売上や収益など）で独自に対応する。

システムについても、各事業部がそれぞれの戦略に沿ってビジネスを進めるなかで、必要に応じて独自対応を行うが、基幹システムである新SCMシステムとは密接な連携をとることが要請されている。
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Figure 18
C社におけるRosettaNet標準展開方針と各事業部門の対応

C社PC事業部門を取り巻く環境変化と課題解決への取り組み

今回は、RosettaNet標準導入を進めるC社各事業部門のうち、PC事業部門における導入効果について調査を行った。

C社PC事業部門は、昨今のコンシューマPCの普及率の上昇により、PCの需要が、新規購入から買い替えや買い増しなどのリピータ中心に移行していくと予測している。こうしたユーザ数が大きく拡大しないことを前提とした市場の変化の中でPC事業において利益を出し、事業を存続させていくためには、カスタマーインの新たなビジネスモデルに転換することが必要であると考えている。また、PC業界としても中国を始めとした海外生産へのシフト、及び生産から販売、サービスの全ビジネス分野にわたる水平分業型の企業連携が今後ますます進展し、競争が激化していくと考えている。こうした環境の変化に対応するためには、ITを活用した競争力の強化が必須のものと判断しており、従来のSCMに販売管理と生産管理のシステムを統合した全社規模の新SCMを活用し、地域・企業・組織の枠を越えた国際水平分業型ビジネスモデルを構築するとともに、全体を流れる情報の可視性とスピードを大きく向上させることをめざしている。

3.1.2 C社におけるRosettaNet標準採用の経緯と推進方針

C社は早くからRosettaNet標準が持つのリアルタイム双方向情報交換機能の有効性や国際標準としてのグローバルな拡がりを認めており、国内外のTP企業への導入を進めている。

Table 20
C社におけるRosettaNet標準の選定理由

	実現目的
	RosettaNetの評価ポイント

	グローバルレベルの企業間統合
	・国際標準（C社では海外生産に70%以上がシフト（予定））

・激しく変化する需要変動に即応出来るリアルタイム機能

	売買双方向シームレスオンライン
	・企業間にまたがるリアルタイム双方向情報交換機能

	ローコストオペレーション
	・サーバ間自動転送による無人化運用が可能


なお、C社は、海外のTP企業との間では、受発注業務を含む様々な業務プロセスへの導入を進めるが、国内TP企業との導入については、所要量提示や在庫・供給情報の交換プロセスに対する導入を中心とし、受発注業務への適用は当面行わない予定である。これは、C社が国内TP企業との間の受発注業務に対して、JEITA標準を採用したVAN-EDI接続などを推進してきた経緯があること、既に導入済みのVAN-EDIなど既存EDIで十分な効率化がなされていると判断しているためである。
3.2  C社企業プロフィールと調査対象のBPRシナリオ

C社PC事業部門では、海外半導体メーカやベースユニットメーカ、国内電子部品メーカとの間で、RosettaNet標準の導入を進めている。C社およびC社とRosettaNet標準を適用した取引を行っているTP企業のプロファイルをTable 21に示す。

なお、C社のケースでは、TP企業に対する調査は行っていない。

Table 21
C社、TP企業のプロフィール

	企業名
	プロフィール
	RosettaNet標準導入へのスタンス
	今回調査対象

	C社
	・国内セットメーカ

・情報、通信事業などを始め広範囲の電気機器関連製品を製造

・売上高（連結）数兆円規模

・従業員数（連結企業含む）約10数万人
	・バイヤ（主導企業（Initiative））
・RosettaNet標準導入を積極的に推進

バックエンドシステムとの接続有り
	○

	海外

TP企業数社
	・海外半導体メーカ
	・サプライヤ（TP企業）
	×

	
	・海外（台湾）ベースユニットメーカ
	・ODM*企業として製品の製造委託先

・バックエンドシステムとの接続有り
	

	国内

TP企業数社
	・国内電子部品メーカ
	・サプライヤ（TP企業）

（実証実験のみ）
	


*ODM：Original Design Manufacturer

C社PC事業部門が、これらのＴＰ企業の間で、導入を進めているBPRシナリオは①情報伝達のフォーマット統一とリアルタイム化と②支給部品管理の正確化の2つである。Table 22にBPRシナリオとその概要、達成目標、使用PIPを示す。

また、BPRシナリオについても、「情報伝達のフォーマット統一とリアルタイム化」のみを調査対象とした。

Table 22
C社におけるBPRシナリオ

	シナリオ名
	概要
	達成目標
	使用PIP

	情報伝達のフォーマット統一とリアルタイム化
	・RosettaNet標準を活用して所要計画、供給回答、在庫情報を統一された情報交換サイクルでリアルタイムに交換

・ERPを利用したビジネスプロセス改善
	・計画立案から出荷までを約一週間短縮
	4A4

4A5

4C1

	支給部品管理の正確化（計画中）
	・ODM生産委託先に渡している支給部品*の在庫量、生産ライン投入量、完成製品量をRosettaNet標準を活用してリアルタイムに一定にサイクルで入手
	・ODM委託案件の進捗状況や、ODM側での優先順位等をC社側で適時把握し、生産の正確な管理を実現
	4A4

4A5

4C1


*支給部品：C社が発注しODM生産委託先に支給している部品
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Figure 19
C社PC事業部門におけるBPRシナリオ

3.3
導入効果　－「情報伝達のフォーマット統一とリアルタイム化」 TC “2.
導入効果 -「VMI集中化」 (ROI Study : Integration of VMI Warehouses)”\l2 
3.3.1　シナリオの概要

情報伝達のフォーマット統一とリアルタイム化
C社PC事業部門では、販売状況、流通在庫、部品在庫、供給回答などの情報を元に作成された製造・販売計画をもとに、部品調達や生産を行っているが、（ビジネスプロセス内の）各ステップに於ける情報収集や分析・予測に時間がかかり、計画立案から出荷まで約10日かかっていた。また、各情報の交換が担当者や販売店・サプライヤによってまちまちのタイミングとフォーマットでやり取りされており非効率であった。

本BPRシナリオは、これらの課題を解決するために、Figure20に記述するように、事業部内およびTP企業間との業務プロセスを改善し、計画立案から出荷までの日数を大幅に短縮することを目的としている。同時に、事業部内担当部門やTP企業の間の情報交換には新SCMを利用することを基本にしているが、TP企業間との所要情報の交換などにはRosettaNet標準を採用し、TP企業とのシームレスなコラボレーションの実現を目指している。
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Figure 20
C社「情報伝達のフォーマット統一とリアルタイム化」シナリオの概要
新しい業務プロセス：

①日曜日までの1週間の販売情報と流通在庫情報などを月曜日に収集（販売店ネットワーク）。

②収集された情報を基に、火曜日の午前中に需要予測、出荷計画を立案。

③部材調達能力と工場の生産能力を考慮し直近1週間の生産予定量を決め発注計画を立案。

④RosettaNetシステムにより各サプライヤに部品の所要計画を提示（PIP:4A4）、サプライヤは供給回答（PIP:4A5）在庫（PIP：4C1）を提示、生産現場のVMI倉庫（パーツセンター）へ部品を納入。

⑤販売店の販売実績、過去の販売動向、季節変動などを加味し水曜日に販売店へ供給提案を提示。

⑥木曜日以降は新たな発注計画に基づいて、各生産拠点で生産及び出荷。
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Figure 21
C社「情報伝達のフォーマット統一とリアルタイム化」の新たなシナリオとPIP

3.3.2　C社における「情報伝達のフォーマット統一とリアルタイム化」の導入効果

Table 23
C社における「情報伝達のフォーマット統一とリアルタイム化」導入効果

	R/I
	分野
	項目
	内容

	Return
	業務プロセス
	計画確定の早期化
	・計画立案から出荷までの期間が約10日から最短4日に短縮

	
	
	販売店在庫の削減
	・需要変化に対応した出荷調整を短期間に行うことが可能になり、流通在庫が削減。その結果として、販売店財務基盤強化、価格競争力の強化が実現

・削減量は未公表

	
	
	販売機会損失の減少
	・タイムラグが1週間短縮され予測精度が5%向上

・在庫が正確になり販売機会損失が減少

・売上増分は未公表

	
	
	製造原価の低減
	・時間と共に低下する部品単価に対し直近価格で調達することで部品単価が低減

・削減金額割合は未公表

	
	
	経営資源節約
	・管理の効率化で生じた経営資源の有効利用

①商品企画→新商品ラインアップの実現

②お客様サービス→顧客満足度向上

・要員削減量は未公表

	
	
	管理の改善
	・担当者毎の個人別管理（計画データや各種管理データなどが）を一元化され、管理が効率化

	
	
	情報処理タイミング統一
	・情報送信タイミング（内容により水、木など）と情報メッシュの統一（項目により日、週、月単位に統一）により情報把握の正確性・効率性が向上

	
	
	ミスの削減
	・サーバとサーバを直結したことにより、情報交換に要する時間短縮や人的ミスの発生可能性が減少

	
	システム等

運用プロセス
	運用効率
	・未公表

	
	
	運用コスト
	・未公表

	Investment
	運用プロセス
	システム投資
	・未公表

	
	
	人的コスト
	・未公表


3.4
C社におけるその他のシナリオ

3.4.1　C社他事業部におけるRosettaNet標準導入状況

C社ではPC事業部門以外でもRosettaNet標準が積極的に採用されている。C社に関連した日本国内におけるRosettaNet標準採用状況を以下の表に示す。

Table 24
C社におけるRosettaNet標準採用状況（欧米を除く）

	事業分野
	適用分野
	サプライヤ
	使用PIP
	状況
	

	PC事業
	JIT関連
	n社
	4A4、4A5、4C1
	運用中（一部計画中）
	今回調査対象

	PC事業
	受発注関連
	1社
	3A4
	実証実験済
	調査対象外

	SI事業
	
	1社
	3A2
	運用中
	

	ネットワーク事業
	受発注関連
	1社
	3A6、3A4、2A1
	運用中
	

	半導体事業
	受発注関連
	2社
	3A4、3A7
	実証実験済
	

	
	JIT関連
	3社
	4A3、4A5
	運用中
	

	コーポレート、

半導体事業
	技術情報
	4社
	2A9
	実証実験済
	


3.4.2　C社におけるRosettaNet標準導入支援ビジネス

C社は、PC事業、半導体事業に加え、ソリューションビジネスも積極的に展開しており、自社の調達・販売プロセスにRosettaNet標準を導入した経験や、早くからRosettaNet活動に主体的に取り組んだ経験・知識・ノウハウを生かしたRosettaNet標準導入支援サービスも提供している。

RosettaNet標準導入支援サービスの種類としては①RosettaNet接続B2Bサーバ製品及び関連ERP製品の提供、②RosettaNet標準導入コンサルティング及びSI（System Integration）、③ASP（Application Service Provider）サービスやホスティングサービスによるRosettaNet関連システムの提供がある。

4.　D社における導入事例

4.1　D社のRosettaNet標準導入戦略

4.1.1　D社を取り巻く環境と問題解決への取り組み

D社は、情報通信機器を幅広く手がける国内有数のセットメーカである。D社は、需要変動が大きく製品寿命が短いPC市場に対応するため、SCMの高度化を重用視しており、JIT調達や調達リードタイムの短縮化、オンタイムな所要計画情報の提示と供給計画情報のやりとりによる余剰品発生リスクの低減などの仕組みを導入・推進している。そのために、D社購買部門では、早くからVAN-EDIや自社ASPサービスを利用したWeb‐EDIによる調達プロセスの電子化に取り組んでおり、取引基本情報（注文、入荷、検収、買掛）や所要計画・供給回答といった情報交換プロセスへのEDI適用を進めてきた。特に、国内TP企業との間の取引基本情報のEDI化率はほぼ100%に達している。しかしながら、外資系大手TP企業や海外TPの中には、受注管理業務等の本社集中化に伴い世界共通の方式で業務のオンライン化を進めるため、日本支社だけ個別運用管理が必要となるJEITA‐EDI標準（国内標準）での運用に難色を示したり、業務においてマニュアルでの作業が発生するため業務の効率化が進まないWeb‐EDIからシステム間で直接データ交換する方式への変更を求めてきたりするケースが出てきた。

海外取引の拡大に伴い、D社では海外TP企業との資材調達における業務のオンライン化が重要な経営課題となっていた。また、SCMのさらなる高度化に向けて、大量の取引を迅速かつ効率的に処理し、なおかつ関係部門で共有するためには、データをリアルタイムに連携する仕組みの必要性も高まってきていた。

このためD社では、オンライン化について海外TP企業のコンセンサスが得やすく、かつ大容量のデータのリアルタイム交換が可能となる仕組みを模索していた。
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Figure 22
D社の経営環境と課題

4.1.2　RosettaNet標準の採用と導入方針

D社は、前節の記述した課題に対応するために、「グローバル標準であり、かつ、多くの主要企業で既に実践段階にある唯一の標準」であるRosettaNet標準に着目し、2000年からその有効性についての評価を開始した。2001年には、国内外のTP企業5社と協力しながら、複数の業務シナリオでの適用可能性を検証し、その成果を踏まえた上で、実業務への導入を決定した。

2002年は、RosettaNet標準の検証評価からRosettaNet標準の本運用へ向けた移行期間と位置付けており、RosettaNet標準を導入するTP企業、及び適用業務の段階的な拡大を進めている。なお、本調査時（2002.12）における、導入TP企業数は計画段階を含めて10数社となっている。

Table 25
D社のビジネスデマンドに照らしたRosettaNet標準の有効性

	課題
	既存インフラの現状
	RosettaNetの有効性

	海外TP企業との業務のオンライン化
	・現存のEDI‐VANは、国内標準であるJEITA標準を採用しており、海外TP企業（外資系TP企業）や電子部品業界以外のTP企業が導入に難色を示していた

・JEITA標準は電子部品業界のみを対象としており、グローバルSCM構築に不可欠な、他業種企業との取引に導入が不可であった
	・国際標準として整備が進んでおり、国内外の有力企業が採用している

・韓国・台湾などのアジア諸国では政府が自国企業へ採用を推奨している

・電子部品業界以外にも、ソフト業界、金融業界や運輸業界にも拡大しており、他業種企業との取引にも導入が可能になる

	リアルタイムなデータ連携によるSCM高度化
	・EDI‐VANはバッチプロセスである

・VANセンターを介すため遅れが生じる

・Web‐EDIでは、データをバックエンドシステムに取込むために、D社側でもTP企業側でも人手が介在しなければならない
	・リアルタイムなデータ連携を基本としたプロトコルでありバックエンドシステムとのシームレスな連携が可能となる


また、これまでの国内外TP企業とのEDI導入状況を踏まえて、下記のようにRosettaNet標準の導入方針を策定している。

1． RosettaNet標準の位置付け

· 現行のTP企業との間で行っている一連の業務プロセス（パブリックプロセス）で利用されているEDIの代替とは位置付けない。

· RosettaNet標準の導入にあたっては、BPRとしてパブリックプロセスだけではなく、D社の社内業務プロセス（プライベートプロセス）や業務支援システムの見直しを行い、具体的に測定可能な効果を挙げることを目標とする。

· プロセスの見直しにあたっては、各TP企業特有のビジネス及びオペレーション上の諸要件も考慮し、D社、TP企業双方がメリットを享受する“Win‐Winの関係”の構築に努める。

2． RosettaNet標準導入対象のTP企業、導入対象のプロセス

· 海外TP企業に対するRosettaNet標準の導入は、受発注業務や入出庫管理といった取引基本情報の交換など、D社EDIシステム未対応のため電子化されていなかった業務プロセスを対象に行う。

· 国内TP企業に対しては、現行のEDIで効率的に運用されている業務プロセスについては、EDIを継続して使用し、RosettaNet標準の導入は、既存のEDIをRosettaNet標準に置き換えることによりさらなる効率化が図れる業務プロセスや、既存のEDIでは対応が難しい業務プロセスに対して行う。

4.2　D社企業プロフィールと調査対象のBPRシナリオ

Table 26
D社のプロフィール

	企業名
	プロフィール
	RosettaNet導入に対するスタンス

	D社
	・国内セットメーカ

・通信システム、情報処理システム及び電子デバイスの製造・販売ならびにこれらに関するサービスを提供
・売上高（連結）数兆円規模

・従業員数（連結企業含む）約10数万人
	バイヤ（主導企業（Initiative））
RosettaNet標準導入を推進


D社は、前節で述べた導入方針に基づき、様々なBPRシナリオを設定し、それぞれ特定少数のTP企業との間でRosettaNet標準の導入を進めている。Table 27に、今回調査の対象としたBPRシナリオとその達成目標、使用PIPを示す。なお、D社のケースでは、TP企業に対するヒアリングは行わず、TP企業における導入効果に関する情報はすべてD社より入手したものである。

Table 27
D社におけるBPRシナリオ

	シナリオ名
	D社の達成目標
	使用PIP
	対象

TP企業

	1：所要提示・供給回答のリアルタイム化
	・所要計画提示～供給計画回答までの期間の短縮

・Web－EDI経由の情報の入力回避による情報の精度の向上
	4A3（所要計画提示）

4A5（供給計画回答）
	D1社（国内）

D2社（国内）

D3社（国内）

	2：注文処理自動化
	・マニュアル業務の廃止による事務工数の削減

・データ入力ミスの排除
	3A4（注文）

3A7,8（9*）（注文変更）

3A6*（注文状況）
	D4社（海外）

D5社（海外）

D6社（海外）

	3：入出庫情報管理の効率化
	データの二重入力ならびにデータ入力ミスの回避
	4B2（納入通知）
	D7社（海外）

	4：調達リードタイム短縮
	調達リードタイム短縮による余剰品発生リスクの低減
	3A4（注文）

3A7,8（注文変更）
	D8社（海外）

	5：製品情報管理
	・紙ベースの情報管理の廃止、データベース化による製品情報の効率的な交換
	2A1（製品情報）
	D4社（海外）

	6：納入部品のロット管理効率化
	・納品物のロット管理情報の電子化ならびにタイムリーな伝達による効率化
	3B2（出荷通知）
	D9社（海外）


*D4社のみ導入

[image: image26.wmf]D

社

TP

　

企業

販売系

システム

D

社

TP

　

企業

※

3

A9

は

D3

社のみ適用

RosettaNet

対応販売系

システム

注文

注文変更

FAX

FAX

注

文

FAX

注文

注文変更

3

A

4

3

A

7,8,9*

入力

AS

AS

-

-

IS

IS

TO

TO

-

-

BE

BE

データ

読み替え

D

社

TP

　

企業

販売系

システム

D

社

TP

　

企業

※

3

A9

は

D3

社のみ適用

RosettaNet

対応販売系

システム

注文

注文変更

FAX

FAX

注

文

FAX

注文

注文変更

3

A

4

3

A

7,8,9*

入力

AS

AS

-

-

IS

IS

TO

TO

-

-

BE

BE

AS

AS

-

-

IS

IS

TO

TO

-

-

BE

BE

データ

読み替え

Figure 23
D社におけるBPRシナリオ

4.3　導入効果

4.3.1　BPRシナリオの概要

BPRシナリオ 1
所要提示・供給回答のリアルタイム化 （国内TP企業）

D社からの所要計画情報の提示、TP企業からの供給計画情報の回答はWeb‐EDI経由で行われており、TP企業側のバックエンドシステムとの自動的なデータ連携は行われていなかった。そのため、TP企業側において、データのチェック及び入力を人手で行う必要があり、その工数が負担となっていた。また、D社側でも所要計画の提示から供給計画の回答入手まで実質3日かかるという問題が生じていた。

このBPRシナリオは、RosettaNet標準を利用しD社とTP企業のバックエンドシステム間で自動的なデータの授受を可能にすることで、TP企業側における入力処理工数削減と入力エラーの排除、所要計画提示から供給計画回答までの期間の短縮を図るものである。所要計画の提示にはPIP4A3, 供給計画の回答にはPIP4A5が使用される。
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Figure 24
D社　BPRシナリオ1：　所要提示・供給回答のリアルタイム化

BPRシナリオ2
注文処理自動化 （海外TP企業）

このBPRシナリオの適用対象となったTP企業3社とD社の間では、受発注業務が未だFAXで行われていた。そのため、TP企業では受信した注文情報をチェックした上で、自社システムへ入力するという手順を踏まなければならなかった。こうしたプロセスでは、人手による入力工数の負担が大きいだけでなく、入力エラーを伴うこともあった。
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このBPRシナリオは、D社からの注文情報の送信を電子化し、TP企業における入力処理工数削減と入力エラーの排除を狙うものである。注文情報の送信には、PIP3A4、注文情報の変更には、PIP3A7,8,9を使用する。

Figure 25
D社　BPRシナリオ2：　注文処理自動化

BPRシナリオ 3
入出庫情報管理の効率化 （海外TP企業）
D社は、D7社の運営する預託倉庫からの入出庫情報を、自社の入荷検収システムとD7社の運営するWeb-EDIシステムに二重入力しなければならなかった。

本BPRシナリオは、D社におけるデータの二重入力の回避ならびに人的ミスの排除を目的とし、入力工数を削減するために、D社担当者が入荷検収システムに投入した入出庫情報が、自動的にD7社のシステムに送信される方式へ変更するものである。入出荷情報の送信にはPIP4B2を使用する。

なお、本BPRシナリオの導入に際して、D社では当初、出荷情報の送信にD社が既に構築していたEDIシステムの利用を打診したが、D7社が難色を示したため、D7社が既に他社との間で採用していたRosettaNet標準を採用することで、D7社との合意に至ったものである。
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Figure 26
D社　BPRシナリオ3：　入出庫情報管理の効率化

BPRシナリオ 4
調達リードタイム短縮 （海外TP企業）

D社とD8社の間で行われていたVAN-EDIセンタを経由した注文情報・注文変更情報の送信は、データが一旦VAN-EDIセンタで保留されるため、D8社に届くまで2日以上かかっていた。
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本BPRシナリオでは、注文情報・注文変更情報を、VAN-EDIセンタを経由せず、直接D社とD8社間で送信することで,調達リードタイムの短縮を狙うものである。注文情報の送信にはPIP3A4, 注文変更情報の送信にはPIP3A7,3A8を使用する。

Figure 27
D社　BPRシナリオ4：　調達リードタイム短縮

BPRシナリオ 5
製品情報管理 （海外TP企業）

D社では、D4社からの製品情報（製品構成表や価格マスタなど）がFaxで送られてきていたため、D社製品情報の管理が困難になっていた。

本BPRシナリオは、D4社から電子的に送信された製品情報を、D社で自動的にDB化するものである。このシナリオにより、D社では、紙ベースの情報管理の廃止と、より効率的な製品情報の管理・利用が可能になる。製品情報の送信には、PIP2A1を使用する。
Figure 28
D社　BPRシナリオ5：　製品情報管理
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BPRシナリオ 6
納入部品のロット管理効率化  （海外TP企業）

D社、D9社間の取引においては、半導体製品（特に集積回路）のロット番号の管理が必要であった。ロット番号の伝達にはVAN-EDIが用いられていたが、VAN-EDIでは一つの出荷単位のなかにロット番号を一つしか記載できないという状況が問題となっていた。
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当初はRosettaNet標準導入の効果について懐疑的だったD9社だが、3B2を用いてより効果的なロット管理を実現しようというD社からの提案をうけ、RosettaNet標準の有用性を見極める実験と位置付けて導入を決定した。

Figure 29
D社　BPRシナリオ6：　納入部品のロット管理効率化

4.3.2　D社およびTP企業におけるにおける導入効果

Table28にD社およびTP企業におけるRosettaNet標準の導入効果を記す（TP企業の導入効果についてはD社からのヒアリングのみ）。尚、導入コストに関しては未公表である。

Table 28
D社における導入効果

	BPRシナリオ
	D社における導入効果
	TP企業における導入効果

	1：所要提示・供給回答のリアルタイム化
	・所要計画提示から供給計画回答までの時間の短縮（3日から1日）

・期間短縮による余剰品リスクの低減
	・マニュアル業務（データチェック、データ入力）の廃止による事務効率の改善

・預託倉庫在庫日数の短縮による（10日から3日）棚卸資産の圧縮

・供給回答の自動算出の実現による、事務工数工数の削減

	2：注文処理自動化
	・調達物の仕切り率の改善

・マニュアル業務（Fax）廃止による事務工数の削減

・調達リードタイムの短縮と、それに伴う余剰品発生リスク低減
	・マニュアル業務（データ読み替え、データ入力）の廃止による事務工数の削減

	3：入出庫情報管理の効率化
	・データ二重入力の排除による事務処理工数削減 （約3百万円/年,工数：3人月/年）

・データ入力ミスの回避
	・未確認

	4：調達リードタイム短縮
	・注文関連情報の伝達リードタイムの削減と、それに伴う調達リードタイムの削減

・余剰品発生リスクの低減
	・未確認

	5：製品情報管理
	・製品情報の電子化による製品情報管理の効率化
	・製品情報の電子化による製品情報管理の効率化

・新製品の認定評価期間の短縮

・開発段階でのバイヤ側からのフィードバックの取得

	6：納入部品のロット管理効率化
	・ロット管理の効率化
	・RosettaNet標準対応システムへの切り替えによる、VAN-EDI通信/設備費用の削減





4.4
D社におけるその他のBPRシナリオ

4.4.1　eマーケットプレースとの接続

D社では、半導体・電子部品のオープン市場の成長を予測し、オープン市場からの調達への対応力の確保のために、半導体・電子部品のeマーケットプレース運用最大手企業と、見積～交渉～注文までの一貫した業務をインターネット経由で行う仕組みを構築している。このeマーケットプレースの活用により、調達コストの低減（数%）も見込んでいる。
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本シナリオは、eマーケットプレースと間で行っている業務のうち、見積もり要求にPIP3A1を利用することで、事務的負担の軽減を図ると同時に、自社で運営するRosettaNetのASPサービスにeマーケットプレース接続機能を追加するものである。（D社は、自社の調達システムをASPサービスとして展開）

Figure 30
D社　その他のBPRシナリオ　eマーケットプレースとの接続

4.4.2　D社における今後のRosettaNet標準導入戦略

本節で述べたように、D社では、現在、資材調達業務をITの拡大や高度化による在庫削減などの実質的な効果が期待できる領域での導入展開を進めているが、今後、導入効果が期待できる業務領域として製品開発･設計やサポートサービスなどへの導入検討も進めている。

Ⅳ．
RosettaNet標準実装拡大への鍵 （Key Learnings） TC “V.
RosettaNet標準実装拡大への鍵 (Key Learnings)”\l1 
1.　経営戦略からの視点 TC “1.
経営戦略の重要性 (Strategic Intents)”\l2 
RosettaNet標準は、EDI標準の代替ではない。業務プロセスの改善、SCM構築のツールである。

今回調査を行ったOMJ WGメンバ企業は、社内プロセスあるいはTP企業との間の業務プロセスの改善の一環として、RosettaNet標準の導入を実施している。各社が導入を進めているビジネスシナリオは、バイヤ-サプライヤの二社間で行われる「調達・販売」に関する業務プロセスをほほ網羅しており、その導入効果も在庫量削減、業務工数・管理工数の低減、物流費減、不良在庫削減などの多岐に渡っていることは、RosettaNet標準導入を、単なるEDIの代替としてではなく、業務プロセス改善の視点から考えることの重要性を示している。また、既に受発注プロセスにおいて効率的な大規模EDI網を国内で構築済みの企業にとっても、リアルタイム化や海外企業との間の導入の容易さなどは、RosettaNet標準採用のメリットとして、導入の判断材料のひとつにとなると思われる。

TP企業においても、取引先との間のRosettaNet標準導入を契機として、BPR（業務プロセスの改善、社内システムの再構築）に着手している。これは、ビジネスプロセスのリアルタイム化が要求されたこと、いままでのEDIの運用では実現が困難であった業務プロセスの連携が必要になったことが主な理由として挙げられるが、一部のTP企業ではRosettaNet標準導入で得た知見を元に、自社サプライヤとのSCM構築やグローバルな生産戦略体制の構築など、より積極的な対応を始めている。

自社の状況を踏まえて、RosettaNet標準の導入目的、導入範囲、予測される効果を明確にする。

各社とも、自社の状況や企業戦略を踏まえて、RosettaNet標準導入計画を立案している。Table 29は、各社のTP企業への展開の方針、Table 30は、各社が導入を進めているBPRシナリオを、業務効率化の視点で分類したものである。

こうした戦略・方針は、個々の企業の状況に依存するため全ての企業に適用可能とは限らないが、C、D社のように、既存のEDIシステムで充分効率化がされているところはそのまま活かし、海外との取引や、EDIシステムで対応が難しい業務プロセスに対して、RosettaNet標準を導入するという方針は、既にEDIシステムを構築している企業にとって示唆に富むものであると思われる。

Table 29
各社のTP企業への展開方針

	主導企業
	展開方法

	A社
	同一シナリオをTP企業に一拠に展開

	B社
	最終ゴールの一気通貫モデルを基準にTP企業の準備状況に合せて展開

	C社
	事業部門毎に展開（全社SCMを基幹システムとして共通に利用）

PC事業部門はまず海外TP企業との取引から展開

	D社
	個別TP企業に合せたシナリオを確立した後、類似TP企業へ横展間


Table 30
業務効率化のカテゴリーと各社のBPRシナリオ

	業務効率化のカテゴリー
	該当BPRシナリオ

	①所要計画伝達の正確化・迅速化・短サイクル化
	A社：「VMI集中化」

C社：「情報伝達フォーマットの統一とリアルタイム化」

D社：「所要提示（・供給回答）リアルタイム化」

	②企業間情報伝達のリアルタイム化
	A社、B社：「出荷情報の早期伝達」

C社：「情報伝達フォーマットの統一とリアルタイム化」

D社：「（所要提示・）供給回答リアルタイム化」

「調達リードタイム短縮」

	③業務電子化による手作業排除
	B社、D社：「注文処理自動化」

D社：「入出庫情報管理の効率化」

「製品情報管理」

	④情報管理の詳細化・厳密化
	C社：「ODM支給部品管理の正確化」

D社：「納入部品のロット管理」


トップマネジメントの重要性とTP企業に対するコミットメントの明示、社内体制の確立

ほとんどの企業が、トップマネジメント関与の重要性を指摘している。これは、RosettaNet標準の導入にあたって、TP企業の協力が不可欠なことや、自社の業務プロセスの変革を伴うケースが多いためである。また、経営層の理解を得ることにより、より長期的・全社的な視点で、導入戦略を立案することが可能になるとともに、関連部門の協力が得やすくなったという側面を指摘する企業もあった。

ある企業では、導入プロジェクト組織をマネジメントチーム、インプリメンテーションチーム、各部門サポートに構造化し、役割の明確化、人のアサイン、予算確保、情報システムなどのリソース確保などを行い、確実な導入を可能としている。また、主導企業によってはTP企業の導入支援を行うための組織をもっている。

主導企業（バイヤ）-TP企業（サプライヤ）間のパートナーシップの強化

部品・素材の調達先をできる限り絞込む集中購買化は、調達先一社あたりの購入量が増えるため、資材購入費の削減に大きな効果がある （公表されている事例としては、日産自動車が「リバイパルプラン」において、集中購買化によって、資材調達コストの20％削減を達成している）。また、調達先が有力企業に絞り込まれる結果、自社に適した部品・素材の共同開発や品質管理、環境対策を進めやすくなるといった利点も指摘されている。

A社の事例は、こうした動きの典型的な例であり、VMI集中化によるA社に対するディスカウント率の向上、A1社における対A社の取扱量の増加などが、直接的な導入効果として挙げられている。さらに、A社が計画しているPIP2A10を利用した「新製品情報交換」シナリオもこうした動きを裏付けるものである。

また、OMJ WGメンバ企業を中心に、環境問題、物流・通関といった新たなビジネスプロセスへの導入の検討がはじまっている。特に、環境問題については、EUを中心に鉛やカドミウムなど環境負荷物質への規制が強化され、基準を満たさない製品の輸入制限の動きが強まる方向にあることから、製造メーカにおける危機感が高く、NEC、ノキア、シーメンス、テキサス・インスツルメンツなどの内外企業が参加し、Material CompositionがRNGのMilestone Programとして設置されている。こうした状況からもTP企業への情報交換の緊密化 （情報交換プロセスの増大、リアルタイム化）の要求度は、今後ますます高まっていくことが予想される。こうした要求に対応できるかどうかも、TP企業の選定の際の重要な判断基準となる可能性が高い。A1,A2社のヒアリングでも、A社との関係強化が導入決定の理由としてあげている。

グローバル対応への期待 ～サプライヤ（TP企業）におけるビジネス拡大のチャンス

電子部品のサプライヤの取引先は、電機メーカ以外にも自動車メーカ、精密機器メーカと多岐に渡っていること、取引先の要望によって様々なB2B取引規約に対応する必要があることから、EDI標準からRosettaNet標準への全面的な移行を行なうことは現状、極めて困難である。A1, A2社の事例からも、A社との取扱品目や数量の違いによって導入効果に違いがでてきていることも明らかになっており、サプライヤとしてのRosettaNet標準導入の判断は、その取引先（バイヤ）の導入状況に依存することになる。従って、RosettaNet標準対応への投資効果を向上させるためには、RosettaNet標準を導入した取引先や取引額の拡大していくかどうかが鍵となる。この点において、A1, A2社では、海外顧客との取引拡大への期待を導入決定の要因として挙げていた。ノキア、シスコなど欧米の主要企業が積極的にRosettaNet標準導入を進めていること、台湾、シンガポール、マレーシアなどアジア各国・地域の政府機関がRosettaNet標準を導入する企業の政府支援策を打ち出していることから、RosettaNet標準を導入していることが取引拡大に優位に働くことを期待していると思われる。

2.　RosettaNet標準のデファクト化の意義 TC “1.
経営戦略の重要性 (Strategic Intents)”\l2 
市場拡大によるB2Bサーバ製品の多様化と低価格化

2000年末に、日本においてRosettaNet標準が導入され始めた当初は、RosettaNet標準に対応したB2Bサーバ製品は市場に投入され始めたばかりであり、価格も2-3千万円するものが中心であった。

現在、日本国内においては、低価格なものから高機能・高価格なものまで、様々なタイプのB2Bサーバ製品が入手可能であり、また、複数のASPサービス事業者が参入するなど、導入企業の選択肢が広がっている。また、RNGにおいて、中小企業向けに低価格のソリューションを可能にすることを目指すRAE（RosettaNet Appliance Enablement） Milestone Programが提案されるなど、導入費用低減に向けた努力が続けられている。

RosettaNet標準導入企業数の拡大によるプロモーション・教育費用の削減

Table 31は日本におけるRosettaNet標準を取り巻く環境の変化をまとめたものである。OMJ参加企業をはじめとして、RosettaNet標準を先行的に導入した企業は、TP企業へのプロモーションや教育、RNG/RNJ活動への参画などに多大な費用と人的リソースを投入する必要があった。OMJ WGの集計によれば、参加企業の取引先への導入は、国内電子部品企業を中心に2001-2002年の二年間で、208社に達している。電子部品企業やSI事業者におけるRosettaNet標準への理解は格段に向上している。TP企業が、新規にバイヤと接続する場合に、少ない追加コストで対応が可能となっている。また、電子部品のバイヤであれば、サプライヤへのプロモーション費用などは、先行した各社に比較してかなり軽減できると思われる。

Table 31
RosettaNet標準を取り巻く環境の変化

	
	2000.4 （RNJ創立時）
	現時点

	RosettaNet標準に関する資料
	・公開された日本語資料は事実上ゼロ、英文資料の解釈、翻訳からスタート

・RNJ主催のセミナーが情報入手の主な手段
	・RNJにより主要な仕様書は、ほぼ翻訳完了 （RNJ会員にのみ公開）

・入門書、解説書が市販

・SI業者、ソリューションベンダーのセミナーが多数開催

	RosettaNet標準対応製品の利用可能状況
	・海外ベンダーの製品が中心

・RNIF 1.1では、英語以外の言語の使用に関する規定がなかったため、日本語対応は仕様の対象外
	・国内ベンダーの製品も含めて、多数利用可能

・RNIF2.0にて、多言語の仕様を規定 （UTF8/16）

・RNIF1.1利用時でも、国内で入手可能な製品は、ほぼ日本語利用可能に（OMJ IOV SWGでの検証結果）

	グローバルスタンダード化の可能性
	・米国以外の地域組織は、RNJが初めてであり、2000.4時点での普及の可能性は未知数
	・台湾、韓国、シンガポール、マレーシアに地域組織が設立。政府機関による支援策も充実

・2003には、フィリピン、中国における地域組織も設立

・OMJ参加企業の他、Nokia, CISCO, ST Microなどの有力企業が導入を開始

	RosettaNet標準の実装事例
	・米国のIT業界を中心に数例
	・OMJを始めとして、世界各国のIT, EC, SM業界において、多数

・OMJ参加企業による接続実績（2002.12現在）： 208社、887接続


3.　標準化の視点から見た課題 TC “1.
経営戦略の重要性 (Strategic Intents)”\l2 

 TC “2.
RosettaNet標準のアドバンテージ (Advantages of RosettaNet Standards)”\l2 
RNIF ～ システムの信頼性向上への努力

2000年末に、日本においてRosettaNet標準が導入され始めた当初は、RosettaNet標準に対応したB2Bサーバ製品は市場に投入され始めたばかりであり、製品間の相互運用性（Interoperability）や製品自体の熟成度に問題があり, B2Bサーバの接続試験に多大な工数がかかっていた。また、RNIF1.1では、Character Encodingに関する規定がなく、日本語など英語以外の言語の利用が保証されないなどの問題点もあった。

2001年1月に公開されたRNIF2.0では、Character Encodingに関する規定が追加されるとともに、RNGによりFundamental Program として、Interoperability, RosettaNet ReadyTM）が設置され、こうした問題の解決が計られている。日本においても、RNGのInteroperability Milestone Programに先行して、OMJ WGにIOV （Interoperability Validation ）SWが設置され、参加ベンダー企業による相互接続性検証を実施している。インテル、ソニーが中心となって開催したインターオペラビリティフェスタなどの活動により、日本で利用可能なB2Bサーバ製品・ASPサービス間の相互接続性については、ほぼ解決されつつある。また、RosettaNet標準拡大により、によるトランザクション数の増大についても、RNJからスケーラビリティ向上のための運用ガイドラインがリリースされるなど、RosettaNet標準対応のシステムの信頼性向上に向けた努力が続けられている。しかしながら、アジア各国・地域では、ローカルなソリューションベンダーの製品を利用する事例も増えており、こうした相互運用性向上の努力は継続的に行われる必要がある。
PIP ～ ビジネスシナリオの多様性への対応と実践への取り組み

本調査報告書では、複数のPIPを組み合わせて、調達・販売業務において、リアルタイム/双方向の情報交換を実現した12のビジネスシナリオを報告しているが、この他にも、RNGの各Milestone Programにより様々な様々なビジネスシナリオが定義されている。これらのシナリオは、RosettaNet標準導入のノウハウとして、広く情報共有されている。豊富な業務プロセスをカバー、ワークフローの利用によりリアルタイム/双方向の情報交換実現が容易といったPIP自体の有用性に加えて、RosettaNet活動を通じた情報共有が実現されていることが、実ビジネス利用における有用性を高めている。

Codes ～ 継続的な国際標準化への取り組み

RosettaNetでは、企業コードとしてD-U-N-S, 物品コードとしてGTIN, 分類コードとしてUN/SPCS といった標準コードの使用を推奨している。こうした標準コードを利用することで、企業それぞれが持つ独自のコードを使用する場合に比べて、コードの採番や複数コード間のマッピングなどの維持管理コストが大幅に削減されることが期待されている。しかしながら、これらのコードのカバー率は100％ではないため、必要な企業や物品に付番されていないという問題がある。特に、物品コードについていえば、特定企業向けのカスタム部品などは、付番する前に製品のライフサイクルが終わってしまうといった問題も生じている。

2002年8月に、米国RosettaNetと合併した米国のコード管理組織であるUCC（Universal Code Council）は、国際EAN協会と共同で、「EAN/UCC共通仕様書」を策定し、それぞれが管理しているUCC, EANコードのGTINへの移行を推進している。コードに関する問題については、こうした国際的な取組みの中で解決されることが期待される。

Ⅴ．
今後に向けて （Conclusion）  TC “VI.
まとめ (Conclusion)”\l1 
RNGにおけるTC（通信）、Logistics（物流） Councilの設置や3PL/Directship（物流）やe-Custom Declaration （通関）、Payment （金融）など物流業者や政府機関、金融・決済機関を巻き込んだマイルストーンプログラムの活動開始、アジアにおける新たな提携組織としてRosettaNet Philippines, RosettaNet Chinaの設立など、2003年に入って、RosettaNet標準導入の動きは、世界的に急速に進展している。

こうした状況の中で実施された本調査は、世界で最もアクティブにRosettaNet標準の実装を行っているOMJ WGメンバ企業の実装経験を広く公開することにより、RosettaNet標準の導入を検討する企業に対する指針となることを意図したものである。本調査の特長は、各企業のビジネス戦略に着目し、どのような視点で業務プロセスの改善を進めているか、また、その中でRosettaNet標準をどのように位置付けているかといった点を中心に調査・分析を行ったことにある。

調査の対象としたOMJ参加企業とそのTP企業が抱える問題は、グローバル化の進展の中で製造メーカが共通的に直面しているものであり、各社の課題解決に向けた戦略と、ビジネスシナリオは、同様の問題を抱える企業に対して、課題解決に向けた有用な指針を示すものであると考える。OMJ WGでは、本調査の結果を踏まえて、本調査では不十分であったRosettaNet標準の導入効果の定量的な分析を行うためのシミュレーションツールの開発を進めている。このツールは、今回調査した12のビジネスシナリオとその費用削減効果やコストをモデル化したもので、自社の在庫量や、業務工数・管理工数、システム導入費用などを入力することで、各シナリオの導入効果を簡便に見積もることを可能にするものである。本ツールは、2003年10月を目途に公開される予定である。

SCMの標準規約として有力なものとしては、RosettaNetの他に、ebXMLやJEITAによるコラボレティブEDIなどがある。これらの標準はまだ実証実験の段階であるが、RosettaNetはそれらの標準化団体とも十分な意見交換を行っており、仮に将来これらの標準の実用化が進んだ場合でも、移行コストが最小限になるための努力を続けている。しかしながら、企業の競争力強化という観点からは、BPRやSCMはできる限り早く進めることが望ましく、現時点において、実装に向けたコストや取引先の対応状況を考慮すれば、BPRやSCM推進のツールとして、RosettaNet標準を採用することがもっとも現実的な判断ということができる。

本調査がRosettaNet標準未導入企業にとって導入検討の際の有益な情報となること、また既に導入を進めている企業にとっても、新たな視点でRosettaNet標準の導入を検討するための一助となることを期待している。

最後に、本調査にご協力いただき、貴重な情報を提供いただきました企業および担当者の方に感謝の意を表します。

参考資料 （（Appendix）  TC “VII.
参考資料 (Appendix)”\l1 
1.　OMJ参加企業による導入実績 TC “1.
OMJ参加企業による導入実績 (Implementation Results of OMJ Members)”\l2 
Table 32


OMJ参加企業による2002年度PIP実装実績
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Figure 31
OMJ参加企業により実装されたPIP種別の変化
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Figure 32
OMJ WG参加企業による導入実績数の推移


Figure 33
OMJ参加企業が利用するRNIFのバージョンの変化 （（2002年度、OMJ Extended）

2.　日本経済新聞 記事 （（2003年8月1６日付朝刊 1面）
ソニー、調達先3700社削減、部品や素材購買費低減　日立は6000億円 

　電機大手が部品などの調達先を大幅に削減する。ソニーは今後3年間で現在の約4700社を1000社程度に絞り込み、松下電器産業も約3000社を来年3月までに2000社程度に減らす。日立製作所はグループ700社の共同調達で購買費を約6000億円低減する。家電や情報機器の価格が下がる一方、一部の部品・素材の仕入れ価格は上昇傾向にある。集中購買でコストを一段と削減し利益確保を目指す。

製品価格下落に対応

　ソニーは2007年3月期までに部品や素材などの調達先を5分の1に集約する。1社当たりの調達量を増やして量産効果を出しやすくし、単価を引き下げる。取引量が少なかった企業を主体に調達を打ち切る。調達を続ける企業とは部品の設計、仕様を共同で見直すなど協力関係を強化。主要な素材、部品メーカとは新技術の共同開発などにも取り組む。

　松下電器産業は素材の調達先を3分の2に絞り込む。2002年3月期に約6000社あった調達先をこの1年間で半分に減らしたが、さらに購買金額で90%を占める上位企業に絞り込む。従来、グループ各社が個別に結んでいた購買契約を本社や分社ごとにまとめ、集中購買の比率を高める。

　日立製作所は連結子会社のうち約700社が参加する共同購入を推進する。このほど担当部門の｢グループ資材本部｣を新設。鋼板や電子部品などについて仕様を共通化し、購入量を拡大する。

　日立の連結売上高は約8兆円で、資材購入費は約4兆円にのぼる。2005年度までの3年間で15%程度の購買費削減を目指す。調達先企業の削減について目標値は設定していない。

　安価な中国製家電の流入やパソコンなどの販売価格の低下で電機大手の売り上げは伸び悩み傾向を強めている。一方、鋼板などの素材や小型液晶、ハードディスク駆動装置のように価格が高くなっているものも多く、各社の収益を圧迫している。

　松下電器産業の4－6月期連結決算では、製品価格の低下が営業利益を480億円押し下げる要因となり、ソニーも同様の売り上げ減少が、エレクトロニクス事業の営業利益を261億円押し下げた。ただ、日立を加えた3社とも2004年3月期の業績予想は変えておらず、低価格化に伴う減益要因を補うため、一段のコスト削減に踏み込む。

　関連産業のすそ野が広い電機業界の調達先の絞り込みが進めば、樹脂成型や金属加工、ネジ部品などの中小メーカの経営に大きな影響が出るとみられる。

電機大手各社の調達費削減策

	ソニー
	今後3年間で調達先を5分の1の1000社程度に削減

	松下電器産業
	来年3月末までに調達先を3分の2の2000社に削減

	日立製作所
	共同調達で2005年度までの3年間で調達費6000億円を削減

	東　芝
	2003年度に調達費の1割にあたる3700億円を削減

	三菱電機
	2004年度までの2年間で調達費3000億円を削減

	NEC
	今後2年間で資材調達費の3割削減

	富士通
	2002年度末までの2年間で調達費約5000億円を削減


（（2003年8月16日付　日本経済新聞朝刊）

3.　関連文書・リンク TC “2.
関連文書・リンク (Related Documents and Links)”\l2 
RNJ HP （（http://www.RosettaNet.gr.jp）

OMJ活動関連（（IOV等SWG活動を含む）、DEIP WGなどの情報は、RNJフォーラム講演資料に詳しい

（（トップページから、公開情報へ移動）

各国・地域のRosettaNet組織のHPへのリンク有り

米国RosettaNet HP （（http://www.RosettaNet.org）

RosettaNet標準に関する仕様書

マイルストーンプログラムに関する情報

ニュースリリース等

ROI調査レポート

（（米国RosettaNet HPの Top PageよりSupport Page→ROI Studies Pageへ移動）

2001/7/25
Avnet Case Study: E-Commerce with Web-Based Standards

2002/7/11
Achieving Streamlined Operations Through Collaborative Forecasting

2002/7/11
Measuring Business Benefits of RosettaNet Standards: A Co-Adoption Model Conducted by the University of Illinois

2002/7/30
Arrow Case Study: Arrow and UTEC replace EDI-based purchase order process with RosettaNet standards

2002/9/23
RosettaNet Cluster 3 （Order Management） ROI Calculator Model

2002/9/23
RosettaNet Cluster 3&4 ROI Calculator Manual

2002/9/23
RosettaNet Cluster 4 （Inventory Management） ROI Calculator Model

その他、参考文献

2002/11
ホワイトペーパー「ロゼッタネットの実装を加速 ソニーイーエムシーエス＆インテル ロゼッタネット相互接続フェスタから学んだこと」 インテル株式会社

2002/12
日経ビジネス　「―NECコンシューマPC事業のVCM構築―　バリューチェーンの可視性とスピードを最先端ＩＴにより大きく向上　変化する市場でのお客様満足と企業競争力を高める」

2003/02
PC Watch　「大河原克行の「パソコン業界、東奔西走」NECのサプライチェーンに見る「決戦は火曜日」
�表中のインデントを揃えること。（全部の表が同じ書式になるように再確認すること）


�


各項目の分類が羅列的かつ一貫性がない。また、Hub企業、TP企業の経緯が混在しているのはいかがなものか？


各項目毎の記述が、各社毎の事例を羅列しているだけであり、前回提出分を、細分化しただけのものである。


各項目毎の記述が重複している部分が見受けられる。


一部、文章を直しているか、修正すべきポイントはその部分だけではないことに注意。下記のアドバイスを参考に、全面的な書き直しをお願いしたい。


アドバイス：


・表題を”…導入経緯・導入戦略”にしたらどうか


” 各社共通する導入経緯 “を冒頭に持ってくる。（文章は要変更）


2.1 バイヤ、2.2　サプライヤというように視点を分けるのも一案。


各項目を分類する際に、BPRを含めた戦略を構築するにいたった背景、戦略目標、戦略実現のための施策、施策実現のツールとしてのRN採用といったように順々にブレークダウンしていくべきではないか？





�


・B社だけを取り上げているが、こうした記述をすると他の会社は企業戦略実現のツールとしてはRNを選択していないようにとられる可能性がある。


�“かかわらず”という接続をするのであれば、早い時期に依頼を受けた際に、TPとしてどのような不安材料があったのか記述するべき。


�この文にはさまざまな内容が詰め込まれており、全体として何をいいたいのかよくわからない。たとえば、トップダウンで採用を決めた理由は？受発注プロセスを採用しなかった理由は？文中にある海外顧客とはB社以外？


シナリオを採用した自体がビジネスチャンス拡大のチャンスだったのか、それともRNを採用することが拡大のチャンスにつながっているのか、この文を読むだけではさまざまな疑問が生じてくる。


�セクション2とTable3の記述がリンクしているほうが読みやすい。ここでの記述は、戦略実現に向けての施策に相当するはず


�セクション２の書き直しによりTable3とはリンクすることが出来ません


これでわかりやすいと考えます。


�SCM効率化のカテゴリーとしてはこの表現で適切と考える


�本セクションについては、全体を見直した上で、修正の有無を確認


�“コミュニティ”というコンセプトの導入が記述の簡潔化につながっていないので、BPRシナリオ等の表現で、代替してもいいのではないか？


Wordのせいかどうかわからないが、表の書式設定が破綻しているので、表自体を新規に作り直すことを推奨


�PIP表記については、他社の記述例とあわせること。


読者のことを考えればこのケースのようにそのPIPがどういうものかわかるように書くほうがよい。


なおPIP名称については、添付ファイル参照のこと


�文字がつぶれて読みにくいので修正のこと


�文字が小さく読みづらいので、修正すること。


�このシナリオについては、具体的な内容が理解できません。ロット情報が自動的にDB化されたため効率化されたということですか？だとしても前段の問題提起とは、うまくつながらないように思います。シナリオ1-5の修正を参考に、修正願います。


�記述量を勘案し、4.3.2と4.3.3を統合
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